
第 24回 厚生科学審議会感染症分科会結核部会

日 時 :平 成 23年 2月 24日 (木 )
10:00～ 12:00

場  所 :厚 生労働 省 5階共用 第 7会議室

議 事 次 第

1.開  会
2.議 事
(1)結核に関する特定感染症予防指針の見直 しについて
① これまでの議論の視点に対する対応策について
② 指針改正案について
(2)その他
3.閉 会

資  料

資 料 1  これまでの議論の視点に対する対応策について

資 料 2  結核に関する特定感染症予防指針新旧対照表

参考資料  参照条文
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これまでの議論の視点に対する対応策について

||||1議 |1詰 |あ1覆1撫||||||

前彙|■●:● 1‐■■||‐|■11■11■|■|‐ 11■||||●:|11111111111● |||||■ |●:■■|:I:1111■■i■ |||1111111 ■11111■■|||:||||:111111■ ■■■i l l1 11=|■■■:||■11■
:

‐■ .:||■ 1   1111 1‐ 11: ■11‐ | :||||■ ● 1■ ||‐ ● 11;li‐ ■||,||||■    |::■ ‐ :■

昭和二十六年の結核予防法の制定以来およそ半世紀
が経過し、この間の結核を取り巻く状況は、医学・

医療の進歩、公衆衛生水準の向上等により著しく変
化した。現在、我が国の結核り患状況は、かつての
青少年層の結核単独かつ初感染発病を中心としたり
患から一変し、基礎疾患を有する既感染の高齢者の
り患が中心となつている。また、高齢者のみなら

E暑思塁長會澄貫詈9[量脅肯晨堡3蒼雪誇暑百管
かになつている。二方で、結核医療に関する知見の
蓄積により、結核の診断・治療の技術は格段に向上
した。         

「

O:国の施策 (結核
研究所事業を含む)

◇:結核研究所の

単独事業

◆:その他の関係機関
による事業

1.国際的には多剤耐性結核、HIV/AIDS合併
結核が大きな課題となつているが、我が国
の現状に照らして、何らかの言及が必要
か 。            :

く第二 国際的な連携、参考資料3を参照>

2.結核の診断 =治療の技術について、特定
感染症予防指針策定以降開発された新しい
技術 (具体lnl:リ ンパ球の菌特異蛋白刺激
によるインタニフェロンγ放出試験、耐性
遺伝子診断法、遺伝子タイピング等)、を反
映することが必要か。
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必要で あ る

必要である。

このような結核を取り巻く状況の変化に対応するに
は、予防の適正化と治療の強化、きめ細かな個別的
対応、人権の尊重、地域格差への対応を基本とした
効率的な結核対策の実施が重要である。また、結核
対策において結核予防法が果たしてきた役割の大き
さと、いまだに結核が主要な感染症である現実とを
踏まえ、感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律等の一部を改正する法律 (平成十八
年法律第百六号)の施行に伴う結核予防法の廃止後
においても、感染症の予防及び感染症の患者に対す
る医療に関する法律 (平成十年法律第百十四号。以
下「法」という。)に基づき、結核の発生の予防及
びそのまん延の防止、結核患者に対する良質かつ適
正な医療の提供、結核に関する研究の推進、医薬品
の研究開発、人材養成、啓発や知識の普及ととも
に、国と地方公共団体t地方公共団体相互の連携と
役割分担を明確にし、結核対策を総合的に推進する
ことにより、結核対策の一層の充実を図る必要があ
る。

3特定懸染症予防指針策定以降の思者数の
減少を受け、低まん延化に向けた、施策の
一層の重点化を検討することが必要か。
(例えば、健康診断を効率化し、リスクグ
ループベ焦点を当てた徹底的な対策による
低まん延化の促進、結核の根絶をめざす
等。)

く第二 発生の予防及びまん延の防止の二
法第五十三条の二の規定に基づく定期の健

康診断の視点3、 4、 7を参照>

4,適正技術の維持や医療提供体制の再構築
等の罹患率減少によつて生ずる新たな課題
に対応することが必要か。

く第二 医療の提供、第八 施設内 (院内)
感染の防止等の三 保健所の機能強化を参

照>

3.必要である。

必要である。
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本指針は|このような認識の下にt総合的に予防の
ための施策を推進する必要がある結核について、

国、地方公共団体、医療関係者、民間団体等が連携
して取り組んでいくべき課題について、発生の予防
及びまん延の防止、良質かつ適切な医療の提供、正
しい知識の普及等の観点から新たな取組の方向性を
示すことを目的とする。

ン

本指針については、結核の発生動向、結核の治療等

辱T葛皇lttP雰最,奮増整撃音を二豊楼罰9需
価

え、必要があると認めるときは、これを変更してい
くものである。

基本的考え方

国並びに者「道府県、保健所を設置する市及び特別区
(以下「都道府県等」という。)においては、結核に

関する情報の収集及び分析並びに公表を進めるとと
もに、海外の結核発生情報の収集については、関係
機関との連携の下に進めていくことが重要である。
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(結核

の 体 制 等 の

結核の発生状況は、法による届出や入退ri報告、医
療費公費負担申請等を基にした発生動向調査により
把握されている。結核の発生動向情報は、まん延状
況の監視情報のほか、発見方法、発見の遅れ、診断
の質、治療の内容や成功率、入院期間等の結核対策
評価に関する重要な情報を含むものであるため、者「
道府県等は、地方結核 :感染症サーベイランス委員
会の定期的な開催や、発生動向調査のデータ処理に

従事する職員の研修等を通じて、確実な情報の把握
及び処理その他精度の向上に努める必要がある。

O結核地域格差改善等
事業 【結核研究所国庫
補助事業】
(～ H20)

○結核登録者情報提供
等事業 【結核研究所国
庫補助事業】
(H21´‐)

1.者「道府県等において、地方結核・懸染症
サーベイランス委員会の定期的な開催や、
発生動向調査のデータ処理に従事する職員
の研修等、確実な情報の把握及び処理その
他精度の向上が図られているか。

2発生動向調査については、入力率が低い
項目がある等の課題を踏まえて、質の向
上、効率的活用のため、入力項目の見直し
がι必要か。
3耐性結核対策の強化、リスクグループの
洗い出し等を目的として、病原体サーベイ
ランス (薬剤耐性及び分子疫学的調査)の
体制構築について検討することが必要か。

1.精度向上のための取り組みはま
だ普及 していない:
(地方結核・感染症サーベイラン
ス委員会の設置あり:32/107
発生動向調査の質の評価 :21/107
発生動向調査の質確保のための研
修の実施 117/107) ,
2入力項目については本当に必要
なデータは何かを確認しながら随
時検討の必要がある。

3病原体サマベイランス (薬剤耐
性及び分子疫学的調査)の体制構
築は重要であり、詳細な内容につ
いてはまだ議論を深めていく必要
がある。
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二 基本的考え方
1 結核予防対策においては、感染症の予防の総合
的な推進を図るための基本的な指針 (平成十一年厚
生省告示第百十五号。以下「基本指針」というも)
第一の‐に定める事前対応型行政の体制の下、国及

望推衷念葬儒じゼ曇ぞ曽讐線蟹翌季艦倉Fヽ
立案、

2 大都市等の特定の地域において、高発病、遅発
見て治療中断、伝播高危険等の社会的リスクを同時
に有している結核発症率の高い住民層に対しても有
効な施策が及ぶような体制を構築する必要がある。
そのため、我が国の現在の結核のまん延状況にかん
がみ、発生の予防及びまん延の防止のための対策の
重点は、発症のリスク等に応じた効率的な健康診
断、初発患者の周辺の接触者健診、有症状時の早期
受療の勧奨等きめ細かな個別的対応に置くことが重
要である。

○感染症予防事業 【補.

助金】 (接触者健診、
管理偉診)

二 法第五十三条の二の規定に基づく定期の健康診断
1 かつて、我が国において結核が高度にまん延し
ていた時代においては、定期の健康診断を幅広く実
施することは、結核患者の発見の効率的な方法で
あつたが、り患率の低下等結核を取り巻く状況の変
化を受けて、現在t定期の健康診断によつて患者が
発見される割合は極端に低下しており、公衆衛生上
の結核対策における定期の健康診断の政策的有効性
は低下してきている。

1.指針策定後、感染症法及び労働安全衛生

法に基づく健康診断は、効率化を目的とし
た見直しが行われているが、それを前提と
した書きぶりにすることが必要か。

1.高まん延の時期と比べれば、現
段階では、定期健康診断の政策的
有効性は低下しているものの、い
まだ有効な手段であるため、効率
的に取り組む。
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一・一2 -方、高齢者、地域の実情に即した疫学的な解

析により結核発病の危険が高いとされる住民層t発
病すると二次感染を起こしやすい職業に就労してい

る者等の定期の健康診断の実施が政策上有効かつ合
理的であると認められる者にういては、重点的な健
康診断の実施が重要であるとの認識の下、健康診断
の受診率の向上を目指すごととする。

065歳以上の者に対す
る定期健康診断 【政
令】

2.高齢者、地域の実情に即した疲学的な解
析により結核発病の危険が高いとされる住
民層 (ハイリスクグループ)ヽ 発病すると
二次感染を起こしやすい職業に就労してい
る者 (デンジャーグループ)等の定期健康
診断の実施状況は適切であるか。

3さ らなる健診の効率化の観点から、健診

賛書与12暮穣壽写管雪」無鯨塁憲テ
)を

2.:高齢者を含め、早期発見・治
療のためにどのような範囲の人が
リスクグループとして健診の対象
になるか整理が必要であり、研究
班等で検討していく。{65歳以上
受診率 :26:7%、 ハイリスクグ
ルニプの対象 :外国人・老人保健
施設・住所不定者など、:デン
ジャーグループ健診実施率 (医療

｀

機関 :5o%、 社会福祉施設 178%、
学校 :84%)l
3.高齢者の定期健診について
は、かかりつけ医が、結核を念頭

栖あ暑霜奥写菅雰景嘉奨壽F費牟
町村健診委託状況調査 )

3 学校、社会福祉施設等の従事者に対する健康診
断が義務付けられている施設のみならず、学習塾等
の集団感染を防止する要請の高い事業所の従事者に
対しても、有症状時の早期受療の勧奨及び必要に応
じた定期の健康診断の実施等の施設内感染対策を講
ずるよう地方公共団体が周知等を行うこととする。
また、精神科病院を始めとする病院、老人保健施設
等 (以下「病院等」という1)の医学的管理下にある
施設に収容されている者に対しても、施設の管理者

警F〒
に応じた健康診断を実平す

ることが導当FI

O各種学校等で実施す
る定期健康診断 【政
令】 ι:E5尋五ぢF言言言う

『
言量]豊:菫

生事例を踏まえ、効果を評価し、範囲を見
直すことが必要か。

4.範囲の見直しについては、さら
にサーベイランスデータから研究
班等で検証する必要がある。

4 基本指針に貝1して都道府県が策定する予防計画
の中に、市町村の意見を踏まえ、り患率等の地域の
実情に応じ、定期の健康診断の対象者について定め
ることが重要である。市町村が定期の健康診断の対
象者を定める際には、患者発見率O・ O二からO:
0四パ■セントをその基準として参酌することを勧
奨する。                 ´

O市町村が特に必要と
認める者に対する健康
診断 r政令】

5.市町村が定期の健康診断の対象者を定め
る際の参酌基準 (患者発見率0'0二 から
O10四 パーセント)にういてt近年の知
見を踏まえ見直しが必要か。

5.市町村レベルでは、健康診断の
対象者数が少なく、参酌基準を適
用することは技術的に困難である
ので、少なくとも都道府県レベル
以上での参酌基準であることを明
示する。

5 市町村は、医療を受けていないじん肺思者等に
対しては、結核発症のリスクに関する普及啓発とと
もに、健康診断の受診の勧奨に努めるべきである。

6.低夏延状態に向けて、「有症状時の早期
受診」がより重要となることから「症状の
出現、増悪に際して早期受診」を加えるこ
とが必要か。

早てし
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6 結核の高まん延地域を管轄する市町村は、その
実情に即して当該地域において結核の発症率が高い

住民層 (例えば、住所不定者、職場での健康管理が
十分とはいえない労働者、海外の高まん延地域から
の入国者等が想定される。)に対する定期の健康診
断その他の結核対策を総合的に講ずる必要がある。

O市町村が特に必要と
認める者に対する健康
診断 【政令】

7施策の重点化のため、リスクグループに
焦点を当てた対策の二層の強化を目的とし
て、リスクグループのうち、住所不定者・
社会経済的弱者、新入国者などについて、
対象とすべき具体的な集団の範囲 (定義)
を整理し、必要とされる対策を示すことが
必要か。

7.特に、ホームレス健診や簡易
宿所健診では捕捉できないネット
カフェ難民、研修生等の新入国者
などを考慮する必要があるが、さ
らに具体的な集団の範囲について
は、研究班等で検討。

7 外国人の結核患者の発生が多い地域において
は、保健所等の窓口に我が国の結核対策を外国語で

雷T旅董雲そZ:ノ よ危炉孟互だ兵言9繁督実霧晶
核の発生動向に照らし、市町村が特に必要と認める
場合には、外国人に対する定期の健康診断の体制に
特別の配慮が必要である。その際、人権の保護には
十分に配慮すべきである。          .

O在日外国人医療相談
事業 【結核研究所国庫
補助事業1

8外国人への対策について、全国的に行う
ことが必要か。また、治療への理解を促す
積極的な対策として、都道府県が実際に
行つている事業を踏まえ、バンフレツトを
備えておく以外に有効な対策を示すことが
必要か。 (例えば、都道府県単位で通訳
サ=ビス等の環境を整えること等。)

讐磐只茅下貸

'2を

92日留唇様厭婆景:｀
高まん延国の滞在歴をリスクと捉える考え
方から(「外国人」 (国籍)ではなく、
「高まん延国の出身者」または「居住歴が
ある者」とすることが考えられるか。

8.例えば日本人学生と外国人学生
では罹患率の違いがあるなどt外
国人の健診対象については、他の
健診との整合性も含めて、研究班
でさらに検討をしていぐ必要があ
る。

9,高まん延国での滞在歴をリスク
とする考え方から、「国籍」では

なく、「高まん延国の出身者」ま
たは「居住歴のある者」というこ
ととすることが考えられる。

8 健康診断の手法として、寝たきりや胸享「の変形
等の事情によつて胸部エックス線検査による診断が
困難な場合、過去の結核病巣の存在により現時点で
の結核の活動性評価が困難な場合等においては、積
極的に喀痰

かくたん
検査 (特に塗抹陽性の有無め精査)

を活用することが望ましい。

当」爾薇L砧轟殿 艦
積極的に行うことは必要か。 (有症状の有
無等、間診により、必要な時に喀痰検査を
実施することでよいか。)・

10.p~●痰検査を健康診断レベルに
おいて実施すべきかどうかについ
ては、引き続き議論が必要である
が、症状の有無や問診等により必
要な時に喀痰検査をするのであれ
ば、その結果について、非結核性
抗酸菌の可能性があることに留意
が必要。
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三 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断
1 法第十七条の規定に基つく結核に係る健康診断
は、結核のまん延を防止するため必要があると認め

るときに、結核にかかつていると疑うに足りる正当
な理由のある者について結核感染又は発病の有無を
調べるために行われる健康診断である。これまで結
核患者の診断を行つた医師等の協力を得つつ、一般
的に保健所等における業務として実施されてきたも
ので、結核対策において重要な位置を占めるもので
ある。

O接触者健診の受診勧
告、受診措置 【法第17
条】

・接触者健診にっいては、第十七
条に基づく健康診断だけではなく
て、第十五条に基づく積極的疫学
調査も大切な構成要素であること
から、指針には第十五条も組み合
わせた視点から接触者健診の充実
強化のあり方を示す。
接触者健診の実施状況や成績に関
する地域差は非常に大きく、健診
の質の向上と平準化が重要であ
る。したがつて、従来以上に積極
的に推進していく方向とする。

2 者「道府県知事、保健所を設置する市の長及び特
別区の長 (以下「都道府県知事等」という。)が法第
十七条の規定に基づく結核に係る健康診断を行う場
合にあつては、健康診断を実施することとなる保健
所等の機関において、関係者の理解と協力を得つ
つ、関係機関と密接な連携を図ることにより、感染
源及び感染経路の究明を迅速に進めていくことが重
要である。この際、特に集団感染につながる可能性
のある初発患者の発生に際しては、法第十七条の規
定に基づく結核に係る健康診断の勧告に従わなぃ場
合に都道府県知事等が直接に対象者の身体に実力を
加えて行政目的を実現するいわゆる即時強制によっ
て担保されていることに留意しつつ、綿密で積極的
な対応が必要である。また、,感染の場が複数の都道
府県等にわたる場合は、関係する者「道府県等間又は
保健所間の密接な連携の下、健康診断の対象者を適
切に選定する必要がある。

O感染症予防事業 【補
助金】 (接触者健診 t
管理健診)

8爾籟香畢電若言響
報

【通知】

11.一 般の住民及び医療従事者に対する注
意喚起を目的として、集団感染が判明した
場合には、厚労省への報告とともに、個人

情報の取り扱いに十分な配慮をしながら速
やかに公表することを記載することが必要
か。

11.ま ん延を防止するために必要
な範囲で公表することは妥当と考
えられるが、具体的な公表内容に
ついては個々の症例ごとに検討す
る必要がある。また、公表する場
合は、結核に関する正しい情報を
,緒に提供するなど、初感染者に
対する配慮も重要である。
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3 結核患者の発生に際しては、都道府県知事等
は、法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断
力ヽいわゆる即時強制によつて担保されていることに
留意しつつ、健康診断の対象者を適切に選定し、必
要かつ合理的な範囲について積極的かつ的確に実施
することが望ましい。また、健康診断の勧告等につ
いては、結核のまん延を防■Lするため必要があると
認めるときに、結核の感染経路その他の事情を十分
に考慮した上で、結核に感染していると疑うに足り
る正当な理由のある者を確実に対象とすべきであ
る。

O厚生労働科学研究の
成果として「結核の接
触者健康診断の手引き
とその解説」公表

O接触者健診の取扱に
ついて【輝ホリ

12接触者健診を一層強化するために、ど
のような施策が有用であるか。 (例えば、
各地域における接触者健診の評価の実施な
ど)

12対象者の範囲を広げること、
lGRA(OFT)を 有意義に活用する
こと、分子疫学的手法を積極的に
取り入れることが重要。特に、分
手疫学的調査が正確な対象者の捕
捉に貢献すること、広域に行うこ
とで集団感染の特定に役立つこと

墓撃重量藻鼻む恵漂9恵誉雰撃震
学的調査の強化を進めていく。

四 BCG接種
1 予防機種は、感染源対策、感染経路対策及び懸
受性対策からなる感染症予防対策の中で、主として
感受性対策を受け持つ重要なものである。そのた
め、結核対策においても、BCG接種に関する正しい
知識の普及を進め、接種の意義について国民の理解
を得るとともに、予防接種法 (昭和二十三年法律第
六十八号)による定期のBCG接種の機会が乳児期に一
度のみであることにかんがみ、市町村においては、
適切に実施することが重要である:

OBCG接 種 【予防接
種法第2、 3条、1同施行
令第1条の2】

13今後の結核対策におけるBCG接種の位置
づけを、どのように考えるか。

13.BCG接 種については、小児結核
の削減に大きく寄与していること
を考えれば、今後も引き続き実施
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2 市町村は、定期のBCG接種を行うに当たつて
は、地域の医師会や近隣の市町村等と十分な連携の
下、平L児健康診断との同時実施、個別接種の推進、
近隣の市町村の住民への接種の場所の提供その他対
象者が接種を円滑に受けられるような環境の確保を
地域の実情に印して行い、もつてBCGの接種率の目
標値を生後六月時点そ九十パーセント、一歳時点で
九十五パ=セントとする。

14 BCG未接種者について、未接種の理由を
把握することが必要ではないか。またその
理由を踏まえ、未接種者対策についてどの
ようなことを行うことが必要か:

14:子供の体調不良で当該時期に
接種できないことがあるという事
情を考慮すると、未接種者対策の
一つとして、接種期間を延長する
とぃうことが考えられる。

劇



3 BCGを接種して数日後、被接種者が結核に感染
している場合には、一過性の局所反応であるコッホ
現象を来すことがある。コッホ現象が出現した際に
は、被接種者が市町村にその旨を報告するように市
町村等が周知するとともに、市町村から保健所に必
要な情報提供をすることが望ましい。また、医療機
関の受診を勧奨する等当該被接種者が必要な検査等
を受けられるようにすることが適当である。

15コ ッホ現象への対応について、医療機
関における対応の妥当性を確認し、適切な
対応方法を示すことが必要か。

15コ ッホ現象については、自治
体により対応に差があり、専門家
また市民に対する啓家を含めて対
応をしていく必要がある。

4 国においては、予防接種に用いるBCCについ
て、円滑な供給が確保されるよう努めることが重要
である。  ●
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本的考え方

1 結核患者に対して、早期に適正な医療を提供
し、疾患を治癒させること及び周囲への結核のまん
延を防止することを結核に係る医療提供に関する施
策の基本とする。

O結核医療費公費負担
【補助金】

1低まん延化に向けた施策の重点化に伴
い、発症リスクのある対象への対策強化を
行うという考え方から、「潜在性結核感染
症の治療の推進」を基本的考え方で言及す
ることが必要か。

1.潜在性結核感染症の治療を推進
する。

∞
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2 現在我が国における結核のり患の中心は高齢者
であるため、基礎疾患を有する結核患者が増加して
おり、結核単独の治療に力1えて合併症に対する治療
も含めた複合的な治療を必要とする場合も多く、求
められる治療形態が多様1し、複雑化している。その
ため、我が国の現在の結核のまん延状況にかんが
み、医療においても対策の重点は発症のリスク等に
応じた結核患者に対する適正な医療の提供、治療完
遂に向けた患者支援等きめ細かな個別的対応に置く
ことが重要である。

O結核思者収容モデル
事業 【補助金】

2.低まん延化に向け、医療の質を確保し、
患者を中心とした効率的な医療提供を行つ
ていくために、結核医療提供体制の再構築
を行うことが必要か。

‐ ‐

2.必要な病床数が確保できていな
い大者「市圏や、結核病床の開鎖 r
返上により医療アクセスが悪化し
ている地減が問題となつており、
患者中心の医療実現のために結核
病床の確保、医療提供体制の再構
築が必要である。
●者「道府県レベルで、標準治療の
他、多剤耐性結核患者や管理が複
雑な結核治療を担う拠点病院を定
めて地域レベルにおいて、合併症
治療を主に担う地域基幹病院を定
め、者「道府県で対応困難な症例を
広域で受け入れる専門施設を定め
る。
●都道府県単位の拠点病院を中心
として、各地域の実状に応じた地
域医療連携ネットワーク体制を整
備する。また、地域連携ネット
ワークに対して専門施設が支援を
提供できる体制 (専門施設ネット
ワーク)を整備する。
●個別の患者の病態に応じた治療
環境を整えるべく、また医療アク
セスの改善を図るためにも、結核
病床とその他の病床を併せたユ
ニット化病床、感染症病床の利用
を含めた一般病棟の中の陰圧病床
の整備を検討する。

3 結核の治療に当たつては、適正な医療が提供さ
れない場合、疾患の治癒が阻害されるのみならず、
治療が困難な多剤耐性結核の発生に至る可能性があ
る。このため、適正な医療が提供されることは、公
衆衛生上も極めて重要であり、結核に係る適正な医
療について医療機関への周知を行う必要がある。

○結核医療の基準 【告
示】
◆日本結核病学会によ
る「結核医療の基準」



4 医療現場においては、結核に係る医療は特殊な
ものではなく、まん延の防止を担保しながら一般の

医療の延長線上で行われるべきであるとの認識の
下、=良質かつ適正な医療の提供が行われるべきであ
る。このため、結核病床を有する第二種感染症指定
医療機関においては、結核患者に対して、特に隔離
の必要な期間は、結核のまん延の防止のための措置
を採つた上で、患者の負う心理的重圧にも配慮しつ
つ、療養のために必要な対応に努めるとともに、隔
離の不要な結核患者に対しては、結核以外の患者と
同様の療養環境において医療を提供する必要があ
るgまた、患著に薬物療法を含めた治療の必要性に
ついて十分に説明し、理解及び同意を得て治療を行
うことが重要である。

○入院勧告・措置 【法
19条】
0入院に関する基準
【通知】
O退院 【法22条】
O退院に関する基準
【通知】

3病棟単位から病床単位の結核病床に移行
していく中、院内感染予防や、患者中心の
医療の観点から、1中長期にわたる入院の療
養環境により配慮した方策を講じることが
必要か。
4.入退院基準の妥当性について、検討を継
続していくことが必要か。
5入院勧告に従わない患者への対応方策を
検討することが必要か。

3.結核病床 (ユニッ ト化病床含
む)、 モデル病床について、院内
感染予防、療養環境を考慮した施
設基準を定める。
4前回に入退院基準を変更した後
の検IIと評価をきちんと行うべき
であり、基準の見直しについて
は、今後も新しい技術や知見を取
り入れて研究班等で検討を進め

ξ路制躙 こつぶ:は現在の法体
系の中でも可能と考えられるが:
実効性を持たせるためにはさらに
何が必要かを研究班等で検討をし
ていく必要がある。

5 医療機関においては、結核の合併率が高い疾患
を有する患者等 (後天性免疫不全症候群、じん肺及
び糖尿病の患者、人工透析を受けている患者、免疫
抑制剤使用下の患者等)の管理に際し、必要に応じ
て結核発症の有無を調べ、積極的な発病予防治療の
実施に努めるとともに、入院患者に対し、結核に関
する院内感染防止対策を講ずるよう努めなければな
らない。

6 国民は、結核に関する正しい知識を持ち、その
予防に必要な注意を払うとともに、特に有症状時に
は、適正な治療を受ける機会を逃すことがないよう
に早期に医療機関を受診し、結核と診断ざれた場合
には治療を完遂するよう努めなければならない。ま
た、結核の患者について、偏見や差別をもつて患者
の人権を損なわないようにしなければならない。

O毎年実施する結核予
防週間 【通知】
◆結核予防会が実施す
る結核予防全国大会等

6.結核に対する一般国民の意識が低下して
いることから、働き盛りや無保険者、自党
症状を意識しない者 (他の呼吸器合併症を
持つ者、認知症、喫煙者)等、対象に焦点
を当てた受診の遅れに対する方策を検討す
ることが必要か。

6.無保険者への対応、認知症の思
者、喫煙者に対するアピール方法
について充実させていく必要があ
る。          .

〇
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結核の治療を行う上での服栗確認の位置付け

1 世界保健機関は、結核の早期制圧を目指して、
直接服薬確認を基本とした包括的な治療戦略 (DOTS
戦略)を提唱しており、現在までに世界各地でこの i

戦略の有効性が証明されている。我が国において
も、これまで成果をあげてきた結核に係る医療の供
給基盤等を有効に活用しつつ.服薬確認を軸とした
患者支援:治療成績の評価等を含む包括的な結核対
策を構築し、人権を尊重しながら、これを推進する
こととする。 i

7.抗結核薬の確保の必要性について、明記
しておくことが必要か。

7抗結核薬の確保が必要。
(特に二次抗結核薬などの生産が
中止される可能性のある薬の確
保、現在適応外となつている薬や
今後開発される抗結核薬の早期承
認、他の剤型の導入など) .

2 国及び地方公共団体においては、服薬確認を軸
とした患者支援を全国的に普及・推進していくに当
たつて、先進的な地域における取組も参考にしつ
つ、保健所、医療機関:福祉部局、薬局等の関係機
関との連携及び保健師、・看護師、薬斉1師等の複数職
種の連携により、積極的な活動が実施されるよう、
適切に評価及び技術的助言を行うこととする。

O結核思者に対する
DOTSの 推進について
(平成17年適用 )
―「日本版21世紀型

登ギ鸞湯歯F欝羅塁業

8.DOTSの 質を向上させ、個別的な思者支援
を行つていぐための、医療機関、保健所、
社会福祉施設等を結ぶ地域連携体制のさら
なる強化をどのように促進していくか。

8 DOTSカ ンファレンスやコホー ト

賛馨書8羅透手磐F連警
パスの導

また、都市圏の住所不定者や日雇
い労働者が多い地域では外来医療
施設において、外来治療とDOTSを
含めた患者支援を一体的に行う医

.

療提供も検討する。

3 保健所においては、地域の医療機関、栗局等と
の連携の下に服薬確認を軸とした患者支援を実施す
るため、積極的に調整を行うとともに、地域の状況

危磁テ模縫諄旨省奄薔繰品業経議警諭ぜ七電慧暑皇
援の拠点として直接服薬確認の場を提供することも
検討すべきである。

4 医師等及び保健所長は、結核の治療の基本は薬
物治療の完遂であることを理解し、患者に対し服薬
確認についての説明を行い、患者の十分な同意を得
た上で、入院中はもとより、退院後も治療が確実に
継続されるよう、医療機関等と保健所等が連携し
て、人権を尊重しながら、服薬確認を軸とした患者
支援を実施できる体制を構築することが重要であ
る。

O結核対策特別促進手
業 【補助金】   :

9.治療完遂のための思者教育の視点から医
療機関における院内DOTSの着実な実施が重
要であるが、実施率と質の向上を一層図つ
ていくことが必要か。

9. :地域DOTS」 が有効に成り立つ
ためにも、入院中の「院内DOTS」
の患者教育を十分に行う必要があ
ることを再認識 し、これを徹底じ
ていく。
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― 基本的考え方
1 結核対策は、科学的な知見に基づいて推進され
るべきであることからヾ結核に関する調査及び研究
は、結核対策の基本となるべきものである。このた
めt国 としても、必要な調査及び研究の方向性の提
示、海外の研究機関等も含めた関係機関との連携の
確保、調査及び研究に携わる人材の育成等の取組を
通じて、調査及び研究を積極的に推進することとす
る。

○厚生労働科学研究
費、結核研究所補助、
政府開発援助結核研究

｀

所補助 【補助金】

1.低まん延化に向けて、罹思リスクグルー
プや感染が起こるリスクのある場の特定の
ための感染経路の把握、また海外からの結
核の輸入の国内感染に与える影響を検証す
るために、分子療学的調査・研究の強化を
していくことが必要か。

1.分子疫学的調査「研究の強化を
していくことが必要である。

2 BCGを含む結核に有効なワクチン、抗菌栗等の
結核に係る医薬品は、結核の予防や結核患者に対す
る適正な医療の提供に不可欠なものであり、これら
の研究開発は、国と民間が相互に連携を図つて進め
ていくことが重要である。このため、国において
は、結核に係る医療のために必要な医薬品に関する
研究開発を推進していくとともに、民間においてヽ
このような医薬品の研究開発が適切に推進されるよ
う必要な支援を行うこととする。

O厚生労働科学研究
費、結核研究所補助
【補助金】

二 国における研究開発の推進
1 国は、全国規模の調査や高度な検査技術等を必
要とする研究、結核菌等を迅速かつ簡便に検出する
検査法の開発のための研究、多剤耐性結核の治療法
等の開発のための研究等の結核対策に直接結びつく

:[I呑雪堂慮;なFl発
暮蜃思喜異写隻黒害

遷麟

O厚生労働科学研究
費、結核研究所補助
【補助金】

:

2開発された革新的技術 (具体例 :耐性遺
伝子診断法、遺伝子タイビング等)につい
て、臨床現場に適用するために必要な調査
や制度の整備を推進していくtとが必要
か 。               '

2,3新技術、新薬の開発が着々と
進んでいるが、これを早期に臨床
現場に適用するために、引き続
き、臨床研究等については積極的
に実施していくとともに、行政、
メーカー、学界などの関係機関が
情報共有を行うことが重要であ
る。2 国においては、資金力や技術力の面で民間では

研究開発が困難な医薬品等について、必要な支援に
努めることとする。特に、現状では治療が困難な多
剤耐性結核患者の治療法等新たな抗結核薬の開発等
についても、引き続き調査研究に取り組んでいくこ
ととする。なお、これらの研究開発に当たつては、
抗結核薬等の副作用の減少等、安全性の向上にも配
慮することとする。

O厚生労働科宇研究
費、結核研究所補助
【補助金】

3.開発された医薬品を早期に臨床現場で使
用可能とすることを目的とした、積極的な
関連情報収集などを行つていくことが必要
か。
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三 地方公共団体における研究開発の推進
地方公共団体における調査及び研究の推進に当たつ
ては、保健所と者「道府県等の関係部局が連携を図リ
つつ、計画的に取り組むことが重要である。また、
保健所においては、地域における結核対策の中核的
機関との位置付けから、結核対策に必要な疫学的な
調査及び研究を進め、地域の結核対策の質の向上に
努めるとともに、地域における総合的な結核の情報
の発信拠点としての役割を果たしていくことが重要
である。

四 民間に の

医薬品の研究開発は、結核の発生の予防及びそのま
ん延の防止に資するものであるとの観点から、製薬
企業等においても、その能力に応して推進されるこ
とが望ましい。

第五 II国際的な運携

― 基本的考え方

国等においては、結核対策に関して、海外の政府機
関、研究機関、世界保健機関等の国際機関等との情
報交換や国際的取組への協力を進めるとともに、結
核に関する研究や人材養成においても国際的な協力
を行うこととする。
二 世界保健機関等への協力
1 アフリカやアジア地域においては、後天性免疫
不全症候群の流行の影響や結核対策の失敗からくる
多剤耐性結核の増加等により、現在もなお結核対策
が政策上重要な位置を占めている国及び地域が多
い。世界保健機関等と協力し、これらの国の結核対
策を推進することは、国際保健水準の向上に貢献す
るのみならず、在日外国人の結核のり患率の低下に
も寄与することから、我が国の結核対策の延長上の
問題としてとらえられるものである。したがつて、
国は世界保健機関等と連携しながら、国際的な取組
を積極的に行つていくこととする。

○◆ス トップ結核アク
ションプラン   ・
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2 国は政府開発援助による二国間協力事業によ
り、途上国の結核対策のための人材の養成や研究の
推進を図るとともに、これらの国との研究協力関係
の構築や情報の共有に努めることとする。

OJICAに よる二国間協
力
O結核研究所補助、政
府開発援助結核研究所

補助 【補助金】

二 基本的考え方

結核患者の七割以上が医療機関の受診で発見されて
いる一方で、結核に関する知見を十分に有する医師
が少な くなつている現状を踏まえ、結核の早期の確
実な診断及び結核患者の治療成功率の向上のため
に、国及び都道府県等は、結核に関する幅広い知識
や標準治療法を含む研究成果の医療現場への普及等

写警il事堤F異皐雀撃事:企鷲2苧督「 醤晶辱あ畠
療関係職種の養成課程等においても、結核に関する
教育等を通じて、医師等の医療関係職種の間での結
核に関する知識の浸透に努めることが求められる。

O結核研究所補助 (結
核対策指導者養成研
修)【補助金】
O結核対策特月1促進事
業 (結核予防技術者地
区別講習会)【補助
金】
◇その他、結核研究所
が行う研修事業

1.結核病床、モデル病床があつても医療ス
タッフが不足し (医師不足、看護師の結核
病床離れ)使用できないことがあるとの指
摘に対応するために、学会等との連携や、
卒後教育との連携をどのように図つていく
かについて、検討することが必要ではない
か。 |
2.症例の相談体制確保のため、結核研究
所、高度専門施設を中心とした広域ネット
ワークの構築や、既存のネットワニク
(NHO、 結核療法研究協議会など)の活性
化の具体的な方法を検討していくことが必
要ではないか。          .
く第16回結核部会「今後の医療のあり方に
関するこれまでの議論の概要」より>

1.自 治体、学会、大学、医療機
関、結核研究所など、各関係機関
が有機的に協調して教育研修を実
施していくことが望ましく、今ま
で以上に手を携えて取り組むべき
である。

2.結核医療に従事する医師や看護
師が減少している中、地域におけ
る症例の相談体制確保のため、結
核研究所や地域の結核拠点病院等
の各関係機関がネットワーク強化
と、その有効活用を具体的に図つ
ていく工夫が必要である。

二 国における人材の養成
コ 国は、結核に関する最新の臨床知識及び技能の
修得並びに新たな結核対策における医療機関の役割
について認識を深めることを目的として、感染症指
定医療機関の医師はもとより、一般の医療機関の医
師、薬剤師、診療放射線技師、保健師、助産師、看
護師、准看護師、臨床検査技師等に対する研修に関
しても必要な支援を行つていくこととする。
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2~回は、結核行政の第=線に立
つ職員の資質を向

上させ、結核対策を効果的に進めていくため、保健
所及び地方衛生研究所等の職員に対する研修の支援
に関して、検討を加えつつ適切に行つていくことと
する。

O結核研究所補助 (結
核対策指導者養成研
修)【補助金】
○結核対策特別促進事
業 (結核予防技術者地
区別講習会)【補助
金】

♀各9等穆撃築
研究所 /

こおける結核に

都道府県等は、結核に関する研修会に保健所及び地
方衛生研究所等の職員を積極的に派遣するととも
に、者「道府県等が結核に関する講習会等を開催する
こと等により保健所及び地方衛生研究所等の職員に
対する研修の充実を図ることが重要である。さら
に、これらにより得られた結核に関する知見を保健
所等において活用することが重要である。また、、感
染症指定医療機関においては、その勤務する医師の
能力の向上のための研修等を実施するとともに1医
師会等の医療関係団体においては、会員等に対して
結核に関する情報提供及び研修を行うことが重要で
ある。
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― 基本的考え方
1 国及び地方公共団体においては、結核に関する
適切な情報の公表、正しい知識の普及等を行うこと
が重要である。また、結核のまん延の防止のための
措置を講ずるに当たっては、人権の尊重に留言する
こととする。    ｀

O結核対策特別促進事
業 (結核予防技術者地
区別講習会)【補助
金】
◆結核予防会等による
普及啓発事業

1.国や地方日治体の関与による地域連携推
進のための普及啓発をどのように行つてい
くことが必要か。

11地区別講習会などを通 した国、
地方、現場の連携は重要である。
今後も講習会を継続 していくこと
が必要であるということ以上に、
連携においては密接な意思の疎通
と意識共有のための作業が必要で
ある。

2 保健所においては、地域における結核対策の中
核的機関としてヽ結核についての情報提供、相談等
を行う必要がある。 |

3 医師その他の医療関係者においては、思者等ヘ
の十分な説明と同意に基づいた医療を提供すること
が重要である。
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昭和二十六年に制定された結核予防法を基に、平成十六年に第
二次

の大指針が贅申された^以来 七ヽ年が経過し、我が国内外の結核を取
昭和二十六年の結核予防法の制定以来およそ半世紀が経過し、この

間の結核を取り巻く状況は、医学・医療の進歩、公衆衛生水準の向上

り巻く状況は大きく変化している。
平成十九年に、結核予防法が感築症の予防及び感染症の患者に対す

等により著しく変化した。現在、我が国の結核 り患状況は、かつての

青少年層の結核単独かつ初感染発病を中心上したり患から一変し、基

る医特に関する法往 (平成+年法律第百十四号。以下「法Jと いう。) 礎疾患を有する既感染の高齢者のり患が中心となつている。また、高
に統合され、本指針の名称も「結核に関する特定感染症予防指針」と

改められた。

こ属躍当竜董彗ぎ緊響髪籠尭轟ξプざ警製竃1こ易覇紆世錘藻彙競奇蒙旨吾

齢者のみならず、一部の大都市等の特定の地域において、高発病、遅

発見、治療中断、伝播高危険等の

在についても疫学的に明らかになっている。一方で、結核医療に関す

る知見の蓄積により、結核Q該堕二治療の技術は格段に向上した。
越えた伝播が大きな課題となつているが、これまで我が国は世界保健

織閣等との協力
1の
下ヽ研究、検査、治療技術などの分野で国際貢献し

このような結核を取り巻く状況の変化に対応するには、予防の適正

化と治療の強化、きめ細かな個別的対応、人権の尊重f地域格差への

てきており、特に人材育成などで成果をあげている。 我が国の結核 対応を基本とした効率的な推骸対策の実施が重要であるLまた、饉核
患者数は緩やかではあるが減少傾向にあり、人口十万人に対するり患

案は、二+を下回る状況に達したところである。特に小児結核対策に
対策において結核予防法が果たしてきた役割の大きさと、いまだに結

核が主要な感染症である現実とを踏主え、感染症の予防及び感染症の

おいては^効果的なBcG撻縛により、著しい成果をあげてきた。し 患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律(平成十八年
かしながら、平成二十一年には約二万四千人の新規患者が発生するな 法律第百六号)の施行に伴う結核予防法の廃止後においても、感染症

ど、依然として我が国における主要な感染症であり、り患率が減少し の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (■立土生土豊菫
ている主な要因は、排菌をしてない患者の減少であり、まん延防止を

徹底するためには、排菌をしている患者への対応が重要であることか

首十四号。以下「法」という。)に基づきt結核の発生の予防及びそ
のまん延の防止、結核患者に対立る良質かつ適正な医療の提供、盤核

ら、今後も結核対策の手を緩めることはできない。

またtり 患の中心が基礎疾患を有する既感染の高齢者であることは

これまでと同様であるが、そのほかにも、結核患者の発生が都市部で

多く、疫学的な解析により結核発病の危険が高いとされる幾つかの特

かとなつている。                   1
結核対策においては、診断技術の進歩や、直接服薬確認 (以下「D
OTSJと いう。)の普及など、結核の診断や治療の水準は格段に向

に関する研究の推進、医薬品の研究開発、人材養成、啓発や知識の普

及とともに、国と地方公共団体t地方公共団体相互の連携と役割分担

を明確にし、結核対策を総合的に推進することにより、結核対策の一

層の充実を図る必要がある。

本指針は、このような認識の下に:総合的に予防のための施策を推

進する必要がある結核について、国、地方公共団体、医療関係者、民

間団体等が連携して取り組んでいくべき課題について、発生の予防及

びまんIIEの防止ヽ良質かつ適切な医療の提供、正しい知識の普及篭の



は、適正な結核医療の確保が困難になつている:基礎疾患を有する高 とに再検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更していく

齢者がり患の中心である昨今Ω状況J二おいてはt求められる治療形態 |ものである。

健康診断及び患者に対する良質かつ適正な医療の提供、結核に関する

基礎医学、臨床及び疫学などの研究の推進、医薬品の開発、人材の育

成、知識の普及啓発を図らなければならない。これらを総合的に推進

するため、国と地方公共団体、地方公共団体間相互の連携と役害1分担

を明確にし、医療提供体制を再構築することにより、結核対策のァ層

の充実を図る必要がある。また、現在のように国境を越えた人や物の

移動が活発になっている中で、引き続き、世界の結核対策に貢献する
ことは、我が国の結核対策上、非常に重要なことである。

本指針はこのような認識の下に、予防のための総合的な施策を推進

する必要がある結核について、国、地方公共団体、医療関係者、民間

団体等が連携して取り組んでいくべき課題に対し、新たな取組の方向

性を示すことを目的とする。取り組むべき多くの課題の中で、特に強

調されるところは、患者発生動向調査の一層の充実、薬剤感受性検査
|

及び分子疫学的手法を応用しての病原体サーベイランス体制の構築、

世界保健機関のいう結核高負担国などの結核がまん延している国の

出身者または居住歴のある者 (以下「高まん延国出身者」といユ。)

を含むハイリスクグルニプと発病すると二次感染を起こしやすい職

業に就労している者 (以下「デインジヤーグループ」という。)に重
点をおいた定期健康診断の効率化の検討、リンパ球の菌特異たん白束|

激によるインターフエロン遊離試験 (以下「 IGRA」 という。)等
進歩した技術を利用した迅速で確実な接触者健診の実施と無症状病

原体保有者のうち治療を要する者 (以下、「潜在性結核感染症患者」

という。)に対する徹底した発病予防を充実することであるこまた、_



ω

療のための病室や病棟のあり方の検討、抗結核薬の確保、DOTSの
普及が必要である。その他t結核診療に必要な医師、保健師、看護師
などの人材の養成、国民に対する普及啓発、患者の人権の尊重、抗結

核薬やワクチンの開発などの研究の一層の推進等が必要である。さら

に、これらを実行することにより、対策が功を奏したか否かを判断す

本指針に示す取組を具体化するための国及び地方公共団体の役割

分担及び財政的基盤については、関係機関における努力と協調を行つ

ていくことが望ましい。

本指針については、その進捗状況と結核発生動向等状況の定期,的な

検証と評価を行うこととし、少なくとも五年ごとに再検討を加え、必

要があると認めるときは、これを変更していくものである。 ~

第一 原因の究明
二 基本的考え方                :
i 国並びに都道府県、保健所を設置する市及び特別区 (以下「都道
府県等」という。)においては、結核に関する情報の収集及び分析

並びに公表を進めるとともに、海外の結核発生情報の収集について

は、関係機関との連携の下に進めていくことが重要である。 1

二 結核発生動向調査の体制等の充実強化
結核の発生状況は:法による届出や入退院報告、医療費公費負担

申請等の結核登録者情報を基にした発生動向調査 (以下「患者発生
サーベイランス」という。)により把握されている。結核の発生動
´向情報は、まん延状況の監視情報のほか、発見方法、繁見の7iEれ、

診断の質、治療の内容や成功率、入院期間等の結核対策評価に関す
る重要な情報を含むものであるため、都道府県等は、地方結核 `感
染症サーベイランス委員会の定期的な開催や、患者発生サーベイラ
ンスのデータ処理に従事する職員の研修等を導じて、確実な情報の

把握及び処理その他精度の向上にさらに努める必要がある。
螢 山 二 ■ ム、ニ 一 ベ

第一 原因の究明 .
二 基本的考え方
国並びに都道府県t保健所を設置する市及び特別区 (以下「都道
府県等」という。)においては、結核に関する情報の収集及び分析
並びに公表を進めるとともに、海外の結核発生情報の収集について

は:関係機関との導携の下に進めてぃくことが重要である。

■ 結核発生動向調査の体制等の充実強化       :
.結核の発生状況は、法による届出や入退院報告、医療費公費負担
申請等を基にした発生動向調査により把握されている。結核の発生
動向情報は、まん延状況の監視情報のはか、発見方法:発見め遅れ、
診断の質、治療の内容や成功率t入院期間等の結核対策評価に関す
る重要な情報を含むものであるため、都道府県等は、地方結核・感
染症サニベイランス委員会の定期的な開催や、発生動向調査のデー

タ処理に従事する職員め研修等を通して、確実な情報の把握及び処

理その他精度の向上に努める必要がある。



イランスの構築にも努める必要がある。患者発生サーベイランス同

様、病原体サーベイランスにおいても遺伝子情報を含む個人情報の

取扱いには十分な配慮が必要である。    ■ |

第二 発生の予防及びまん延の防止     ‐
― 基本的考え方
1 結核予防対策においては、感染症の予防の総合的な推進を
図るための基本的な指針 (平成十一年厚生省告示第百十五号。

以下「基本指針」という。)第一の一に定める事前対応型行政

の体制の下、国及び地方公共団体が具体的な結核対策を企画、

立案、実施及び評価していくことが重要である。

2 現在の我が国における結核感染者の多くは高齢者であり、
基礎疾患を有する結核患者が増加している。加えて、大都市

等の特定の地域におけるハイリスクグループが明らかになつ

ており、これらの者に対して有効な施策が及ハtよ うな体制を
構築する必要がある。そのためt我が国の現在の結核のまん
延状況にかんがみ、発生の予防、早期発見及びまん延の防止

のための対策の重点は、発症のリスク等に応じた効率的な健

康診断、初肇患者の周湮の接触者健診、咳、喀痰、微熱等の
有症状時の早期受療の勧奨等きめ細かな個男1的対応に置くこ

とが重要である。また、結核以外の疾患で受診している高齢

者やハイリスクグルニプついても、結核に感染している可能

性を念頭におくことが早期発見の観点から必要であることか

ら、医療従事者への啓発も重要t・ある。

法第二十三条の二の規定に基づく定期の健康診断     |
1 り患率の低下等結核を取り巻〈状況の変化を受けて、現在、
定期の健康診断によつて患者が発見される割合は極端に低下

しており、公衆衛生上の結核対策における定期の健康診断の

政策的有効性は低下してきているところであるが、特定の対

象集団に焦点をあてるなど効率的に取り組むこととする。

発生の予防及びまん延の防止

基本的考え方

1 結核予防対策においては、感染症の予防の総合的な推進を
図るための基本的な指針 (平成十一年厚生省告示第百十五号。

以下「基本指針」という。)第一の一に定める事前対応型行政
の体制の下、国及び地方公共団体が具体的な結核対策を企画、
立案、実施及び評価していくことが重要である。

? 大都市等の特定の地域において、高発病、遅発見、治療中
断、伝播高危険等の社会的リスクを同時に有している結核発

症率の高い住民層に対しても有効な施策が及ぶような体制を

構築する必要がある。そのため、我が国の現在の結核のまん

:延状況にかんがみ、発生の予防及びまん延の防止のための対

策の薫点は,発症のリスク等に応じた効率的な健康診断、初
発患者の周.辺の接触者健診、有症状時の早期受療の勧奨等き

め細かな個別的対応に置くことが重要である。

法第五十三条の二の規定に基づく定期の健康診断

1 かつて、我が国において結核が高度にまん延していた時代
においては、定期の健康診断を幅広く実施することは:結核
患者の発見の効率的な方法であったが、り患率の低下等結核

を取り巻く状況の変化を受けてt現在、走期の健康診断によっ
て患者が発見される割合は極端に低下しており、公衆衛生上
の結核対策における定期の健康診断の政策的有効性は

第二



てきている。
2 T方、高崎者、▲エュ丞2グ上ニプ、デインジヤーグルー
プ等の定期の健康診断の実施が政策上有効かつ合理的である

|

と認められる者については、.重点的な健康診断の実施が重要

であるとの認識の下、健康診断の受診率の向上を目指すこと |

とする。

また、高齢者については、普段より定期的に診療している

医師 (以下「主治医等」という。)が、結核発病のハイリスク
因子を念頭に置いて、胸部エックス線の比較読影を含めた効

果的な健康診断を実施できるよう、必要に応じて、主治医等 i

に健康診断を委託する等の土ズも重要である。
13 学校:社会福祉施設等の従事者に対する健康診断が義務付
けられている施設のみならず、学習塾等の集団感染を防止す
る要請の高い事業所の従事者に対しても、有症状時の阜期受
療の勧奨及び必要に応じた定期の健康診断の実施等の施設内 |

感染対策を講ずるよう地方公共団体が周知等を行うこととす

る。また、精神科病院を始めとする病院、老人保健施設等(以
下「病院等」という。)の医学的管理下 IFあ る施設に1ス容され

|

ている者に対しても、施設の管理者は必要に応じた健康診断

を実施することが適当である。
4 基本指針に則して都道府県が策定する予防計画の中に、市 |

結核発症のリスクに関する普及啓発とともに、健康診断の受

6診藁場青讐曇発量竜うそ讐亀寄糖峰害317E鴨繁に即.し |
て当該地域において結核の発症率が高い住民層 (例えば、住所

2 =方、高齢者、地域の実情に即した疫学的な解析により結
核発病の危険が高いとされる住民層、発病すると二次感染を

起こしやすい職業に就労している者等の定期の健康診断の実

施が政策上有効かつ合翠的であると認められる者について
は、重点的な健康診断の実施が重要であるとの認識の下、健

康診断の受診率の1向上を目指すこととする。

3 :学校、社会福祉施設等の従事者に対する健康診断が義務付
けられている施設のみならず、学習塾等の集団感染を防止す

る要請の高い事業所の従事者に対しても、有症状時の早期受

療の勧奨及び必要に応した定期の健康診断の実施等の施設内
感染対策を講ずるよう地方公共団体が周知等を行うこととす
る:また、精神科病院を始めとする病院、老人保健施設等(以
下「病院等」という。)の医学的管理下にある施設に収容され

ている者に対しても、施設の管理者は必要に応じた健康診断
を実施することが適当である。          . ■
4 基本指針に則して都道府県が策定する予防計画:の中に、市町
村の薫見を踏まえてり患率等の地域の実情に応じ、定期の健康
診断の対象者について定めることが重要である。市町村が定期
の健康診断の対象者を定める際には、患者発見率0・ 0二から
〇・〇四パーセントをその基準として参酌することを勧奨す

る。             ―

5 市町村は、医療を受けていないじん肺患者等に対しては、結
核発症のリスクに関する普及啓発とともに、健康診断の受診の

勧奨に努めるべきである。

6 結核の高まん延地域を管轄する市町村は、その実情に即して
当該地域において結核の発症率が高い住民層 (例えば、住所不



|‐

0

不定者、職場での健康管理が十分とはいえない労働者、海外
の高まん延地域からの入国者等が想定される。)に対する定期
の健康診断その他の結核対策を総合的に講ずる必要があるも
フ、高まん延国出身者の結核患者の発生が多い地域において
は、保健所等の窓口に我が国の結核対策を外国語で説明した
バンフレットを備えておく等の取組を行うことが重要であ
1る。また、地域における高まん延国出身者の結核の発生動向
に照らし、市mT村が特に必要と認める場合には、高まん延国

1 出身者に対する定期の健康診断の体制に特別の配慮が必要で
ある「 その際、人権の保護には十分に配慮すべきである。
8 健康診断の手法として、寝たきりや胸郭の変形等の事情に
よって胸部エックス線検査にょる診断が困難な場合、過去の結
核病巣の存在により現時点での結核の活動性評価が困難な場
合等においては、症状の有無や間診等により必要と判断されれ

生 積極的に喀痰検査(特に塗抹陽性の有無の精査)を活用する
ことが望ましぃ。なお、その結果を判断する際は、リト結核性抗
酸菌の可能性があることに留意すべきである。

三 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断
¬  法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断は、結核のま
ん延を防止するため必要があると認めるときに、結核にかかつ

ていると疑うに足りる正当な理由のある者について結核感染

又は発病の有無を調べるために行われる健康診断である。これ

まで結核患者の診断を行つた医師等の協力を得つつ、一般的に‐
 保健所等における業務として実施きれてきたもので、結核対策
において重要な位置を占めるものである。当該健康診断と関連
して、法第十五条の規定に基づく積極的疫学調査を適切に実施
することにより、さらに充実強化を推進していくこととする。
2 都道府県知事、保健所を設置する市の長及び特別区の長(以
下「都道府県知事等」という。)が法第十七条の規定に基づく

結核に係る健康診断を行う場合にあつては、健康診断を実施す
ることとなる保健所等の機関において、塗菫十五条の規定に

定者、職場での健康管理が十分とはいえない労働者 海ヾ外の高

まん延地域からの入国者等が想定される。)に対する定期の健

康診断その他の結核対策を総合的に講ずる必要がある。
7_外国人の結核患者の発生が多い地域においては、保健所等の
窓口に我が国の結核対策を外国語で説明したバンフiレットを

備えておく等の取組を行うことが重要である。また、地域にお

ける外国人の結核の発生動向に照らし、市町村が特に必要と認
める場合には、外国人に対する定期の健康診断の体制に特別の

配慮が必要である。その際、人権の保護には十分に配慮すべき

である。|

8 健康診断の手法として、寝たきりや胸郭の変形等の事情に
よって胸部エックス線検査による診断が困難な場合、過去の結
核病巣の存在により現時点での結核め活動性評価が困難な場
i合等においては、積極的に喀痰検査(特に塗抹陽性の有無の精
査)を活用することが望ましい。

三 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断
1 法第十七条の規定|こ基づく結核に係る健康診断は、結核のま
ん延を防止するため必要があると認めるときに、結核にかかつ
ていると疑うに足:り る正当な理由のある者について結核感染
又は発病の有無を調べるために行われる健康診断である。これ
まで結核轟者の診断を行つた医師等の協力を得つつ、一般的に
保健所等における業務として実施されてきたもので、結核対策
において重要な位置を占めるものである。

2 都道府県知事、保健所を設置する市の長及び特別区の長(以
下「都道府県知事等」という。)が法第十七条の規定に基づく

結核に係る健康診断を行う場合にあっては、健康診断を実施す
ることとなる保健所等の機関において、関係者の理解と協力を



得つつ、関係機関と密接な連携を図ることにより、感染源及び

感染経路の究明を迅速に進めていくことが重要である。この

際:特に集団感染につながる可能性のある初発患者の発生に際

しては、法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断の勧告
に従わない場合に都道府県知事等が直接に対象者の身体に実

力を加えて行政目的を実現するいわゆる即時強制によって担

保されていることに留意しつつ、綿密で積極的な対応が必要で

ある。また、感染の場が複数の都道府県等にわたる場合は、関

係する都道府県等間又は保健所間の密接な連携の下、健康診断

の対象者を適切に選定する必要がある。

(新規追加 )

旦 結核患者の発生に際しては、都道府県知事等は、法第十七条
の規定に基づく結核に係る健康診断がいわゆる即時強制に

よって担保されていることに留意しつつ、健康診断の対象者を

適切に選定し、必要かつ合理的な範囲について積極的かつ的確

に実施することが望ましい。また、健康診断の勧告等について

は、結核のまん延を防止するため必要があると認めるときに、

:結核の感染経路その他の事情を十分に考慮した上で、結核に感
染していると疑うに足りる正当な理由のある者を確実に対象

とすべきである。  |

(新規工加)

‐づく積極的疫学調査として、関係者の理解と協力を得つつヽ 関

¨ 蓮携を図ることにより、感染源及び感染経路の

究明を迅速に進めていくことが重要である。この際、特に集団

感染につながる可能性のある初発患者の発生に際しては、法第

十七条の規定に基づく結核に係る健康診断の勧告に従わない

場合に都道府県知事等が直接に対象者の身体に実力を加えて

行政目的を実現するいわゆる即時強制によつて担保されてい

ることに留意しつつ、綿密で積極的な対応が必要であるoまた、
感染の場が複数の都道府県等にわたる場合は、関係する都道府

県等間又は保健所間の密接な連携の下、健康診断の対象者を適

切に選定する必要がある8

ュ 都道府県知事等は、集団感染が判明した場合には、住民及び
医療従事者に対する注意喚起を目的として 国ヽへの報告ととも

分な配慮をしながら〔個々の症例ごとに具体的な公表範囲を検

討すべきである。また、患者等への誤解や偏見の防止のため、

結核に関する正確な情報も併せて提供する等の配慮も必要で

ある。

■ 結核患者の発生に際して|よ、都道府県知事等は、法第十七条
の規定に基づく結核に係る健康診断がいわゆる即時強制に
よぢて担保されていることに留意しつつ、健康診断の対象者を
適切に選定し、必要かつ合理的な範囲について積極的かつ的確

に実施することが望ましい。また、健康診断の勧告等について

は、結核のまん延を防止するため必要があると認めるときに、

結核の感染経路その他の事情を十分に考慮した上で、結核に感

染していると疑うに足りる正当な理由のある者を確実に対象
とすべきである。

ュ 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断の強化に当
たつては、必要かつ合理的な範囲において対象者の範囲を広げ

るはか、lGRAを有意義に活用すること、分子疫学的調査手
こ取 レ
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四 BCG接 種
1 予防接種は、感染源対策、感染経路対策及び感受性対策から
なる感染症予防対策の中で、主として感受性対策を受け持つ重

要なものである。そのため、結核対策においても、BCG接種
に関する正しい知識の普及を進めて接種の意義について国民の

理解を得るとともに、予防接種法 (昭和二十三年法律第六十八

号)による定期のBCG接種の機会が乳児期に一度のみである
ことにかんがみ、市町村においては、適切に実施することが重

要である。

2 市町村は、定期のBCG接 種を行うに当たつては、地域の医
師会や近隣の市RT村等と十分な連携の下1乳児健康診断との同

時実施、個別接種の推進、近隣の市町村の住民べの接種の場所

の提供その他対象者が接種を円滑に受けられるような環境の

確保を地域の実情に即して行い、もつてBCGの 接種率の目標
値を生後六月時点で九十パーセント、一歳時点で九十五パーセ

ントとする。

3 BCcを 接種して数日後、被接種者が結核に感染している場
合に|よ、一過性の局所反応であるコッホ現象を来すことがあ

る。コッホ現象が出現した際には、被接種者が市町村にその旨

を報告するように市町村等が周知するとともに、市町村から保

健所に必要な情報提供をすることが望ましい。また、医療機関

の受診を勧奨する等当該被接種者が必要な検査等を受けられ

るようにすることが適当である。

調査手法が正確な対象者の捕捉に貢献すること、広域に行うこ

とで集団感染の特定に役立つことを踏まえ、これまでの調査手

法を保持しながらも、分子疫学的調査手法の強化を進めていく

必要がある。

四 BCG接 種
1 予防接種は:感染源対策、感染経路対策及び感受性対策から
なる感染症予防対策の中で、主として感受性対策を受け持つ重

_要なものである。BCG接 種においてはt小児結核の肖1減に大
きく寄与していると考えられるため:結核対策においても、B
CG接種に関する正しい知識の普及を進め、接種の意義につい
_て国民の理解を得るとともに、予防接種法 0召和二十三年法律
第六十八号)による定期のBCG接 種の機会が乳児期に一度の
みであることにかんがみ、市町村においては、引き続き、適切
に実施することが重要である。
2 市町村は、定期のBCG接種を行うに当たつては、地域の医
師会や近隣の市町村等と十分な連携の下、乳児健康診断との同

時実施、個別接種の推進、近隣の市町村の住民への接種の場所
め提供その他対象者が接種を円滑に受けられるような環境の‐
確保を地域の実情に即して行い、もってBCGの接種対象年齢
における接種率の目標値を九十五パーセントとする。   ●

:3 BCGを 接種して数日後、被接種者が結核に感染している場
合には、T過性の局所反応であるコツホ現象を来すことがあ
る。コッホ現象が出現した際には、被接種者が市町村にその旨

を報告するように市町村等が周知するとともに、市町村から保

健所に必要な情報提供をすることが望ましい。また、医療機関

の受診を勧奨する等当該被接種者が必要な検査等を受けられ

るようにすることが適当である。被接種者が適正な対応を受け

られるよう、コツホ現象が発現した際の適切な対応方法を医療

こ、住 民 に コッホ現象に



る正確な情報を周知する必要がある。      1
4 国においては、予防接種に用いるBCGにういて、円滑な供
給が確保されるよう努めることが重要である。

第二 医療の提供
= 基本的考え方
1 結核患者に対して、早期に適正な医療を提供し、疾患を治癒
させること及び周囲への結核のまん延を防止することを結核
に係る医療提供に関する施策の基本とする。またて潜在性結核
感染症患者の治療を積極的|ご推進する。
2 現在我が自における結核の:り患の中心は高齢者であるため、
基礎疾患を有する結核患者が増加しており、結核単独の治療に

加えそ合併症に対する治療も含めた複合的な治療を必要とす

る場合も多く、求められる治療形態が多様化、複雑化している:
また、患者の減少とともに結核病棟の開鎖等が進み、大都市圏

で必要な病床数を確保できないことや、医療アクセスの悪化し

ている地域があることが問題となつている。そのため、我が国

の現在の結核のまん延状況にかんがみ、患者を中心とした医療

提供を目的として、必要な結核病床を確保するとともに医療提

供体制の再構築が必要であり、対策の重点は結核患者に対する

病態等に応じた適正な医療の提供、治療完遂に向けた患者支援

等きめ細かな個別的対応に置くことが重要である。

■ 医療提供体制の再構築においては、都道府県域では、標準治
療のほか、多剤耐性結核患者や管理が複雑な結核治療を担う中

核的な病院を確保するとともに、地域ごとに合併症治療を主に

て、各地域の実状に応じた地域医療連携体制を整備することが

重要である。また、中核的な病院での対応が困難な症例を受け

入れるとともに、地域医療連携体制を支援する高度専門施設を

国内に確保することが重要である。
4 結核患者の医療提供体制については、結核病床を確保するこ
とが必要である。ただし 、現に、結核病床が不足してしヽ

4 国においては、予防接種に用いるBCGに ついて、円滑な供
給が確保されるよう努めることが重要である。

第二 医療の提供
― 基本的考え方                   i
l 結核患者に対|して、早期に適正な医療を提供し、疾患を治癒
させること及び周囲への結核のまん延を防止することを結核

に係る医療提供に関する施策の基本とする。

21現在我が国における結核のり患の中心は高齢者であるため、
基礎疾患を有する結核患者が増加しており、結核単独の治療に

加えて合併症に対する治療も含めた複合的な治療を必要とす

る場合も多く、求められる治療形態が多様化、複雑化している。

そのため、我が国の現在の結核のまん延状況にかんがみ、E疸
においても対策の重点は発症のリスク等に応じた結核患者に

対する適正な医療の提供、治療完遂に向けた患者支援等きめ細
かな個別的対応に置くことが重要である。 ●      I

(新規追加)

(新規追加 )
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域等もあることも踏まえつつt中核的な病院並びに地域の基盤

病院及び結核病床を有する一般の医療機関が連携して、イロ別の

患者の病態に応じた治療環境を整備するとともに、身近な地域

の医療環境を確保することが必要である。

5 重篤な他疾病合併患者等については、結核病床を有する第二
種感染症指定医療機関など、中核的な病院や地域の基幹病院の
二般病床等において結核治療が行われることもあ上三主主三鐘

核病床とその他の病床を一つの看護単位として治療に当たる

場合もあることから、国の定める施設基準・診療機能の基準等

に基づき 、適切な医療提供体制を維持及び構築することとす

る。
1

16 結核の治療に当たっては、適正な医療が提供されない場合、
疾患の治癒が阻害されるのみならず、治療が困難な多剤耐性結
核の発生に至る可能性がある。このため、適正な医療が提供さ

れることは、公衆衛生上も極めて重要であり、結核に係る適正

な医療について医療機関今の周知を行う必要がある。

7 医療現場においては、結核に係る医療は特殊なものではな
く、まん延の防止を担保しながら一般の医療の延長線上で行わ
れるべきであるとの認識の下、良質かつ適正な医療の提供が行
われるべきである。このため、結核患者を診療する第二種感染
症指定医療機関においては、結核患者に対して、特に隔離の必
要な期間は、結核のまん延の防止のための院内感染予防措置を

徹底した上で、患者の負う心理的重圧にも配慮しつつ、中長期
にわたる療養のために必要な環境整備に努めるとともにt隔離
の不要な結核患者に対しては、結核以外の患者と同様の療養環
境において医療を提供する必要がある。また、患者に確実な服
薬を含めた療養方法及び他者への感染防止の重要性について

十分に説明し、理解及び同意を得て治療を行うことが重要であ
る。 _
旦  医療機関IFお いては、結核の合併率が高い疾患を有する患者
等(後天性免疫不全症候群、じん肺及び糖尿病の患者、人工透

析を受けている患者、免疫抑制剤使用下の患者等)の管理に際

旦 結核の 療に当たつては、適正な医療が提供されない場合、
疾患の治癒が阻害されるのみならず、治療が困難な多剤耐性結

核の発生に至る可能性がある。このため、適正な医療が提供さ

れることは、′公衆衛生上も極めて重要であり、結核に係る適正

な医療について医療機関への周知を行う必要がある。

■ 医療現場においては、結核に係る医療は特殊なものではな
く、まん延の防止を担保しながら一般の医療の延長線上で行わ

れるべきであるとの認識の下、良質かつ適正な医療の提供が行

われるべきである。このため、結核病床を有する第二種感染症

指定医療機関においては、結核患者に対して、特に隔離の必要

な期間は、結核のまん延の防止のための措置を採つた上で、患

者の負う心理的重圧にも配慮しつつ、療養のために必要な対応

に努めるとともにt隔離の不要な結核患者に対しては、結核以
外の患者と同様の療養環境において医療を提供する必要があ

る。また、患者に薬物療法を含めた治療の必要性について十分

に説明し、理解及び同意を得て治療を行うことが重要である。

ュ 医療機関におぃては、結核の合併率が高い疾患を有する患者
等 (後天性免疫不全症候群、じん肺及び糖尿病の患者、人工透

析を受けている患者:免疫抑制剤使用下の患者等)の管理に際
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し、必要に応じて結核感染の有無を調べ、結核に感染している

場合には、積極的な発病予防治療の実施に努めることとし、結

核を発症している場合には、結核に関する院内感染防止対策を

講ずるよう努めなければならない。

旦 国民は、結核に関する正しい知識を持ち、その予防に必要な
注ヽ意を払うとともに、特に有症状時には、適正な治療を受ける

機会を逃すことがない|うに早期に医療機関を受診し、結核と
診断された場合には治療を完遂するよう努めなければならな

い。また、結核の患者について、偏見や差別をもって患者の人

権を損なわないようにしなければならない。

二 結核の治療を行う上での服薬確認の位置付け     ~
1 世界保健機関は、結核の早期制圧を目指して、DOTSを 基
本とした包括的な治療戦略 (DOTS戦 略)を提唱しており、
現在までに世界各地でこの戦略の有効性が証明されている。我

が国においても、これまで成果をあげてきた結核に係る医療の

供給基盤等を有効に活用 しつつ、服薬確認を軸とした患者支

援、治療成績の評価等を含む包括的な結核対策を構築し、人権

を尊重しながら

「

これを推進することとする。1また、必要な抗

結核薬については、確保できるよう努めていかなければならな

い。  「     :
2 国みび地方公共団体が服薬確認を軸とした患者支緩を全甲
的に普及・推進していくに当たつて、先進的な地域における取
組も参考にしつつ、DOTS実施状況等について検討するDё~†
Sカ ンフアレンスや患者が治療を完遂したかどうかの状況

|

係機関との連携及び保健師、看護師、薬剤師等の複数職種の連
携により、積極的な活動が実施されるよう、適切に評価及び技

術的助言を行い、地域連携体制の強化を図ることとする。

し、必要に応じて結核発症の有無を調が、積極的な発病予防治

療の実施に努めるとともにニム院患者に対し、結核に関する院

内感染防止対策を講ずるよう努めなければならない。

0 国民は、結核に関する正しい知識を持ち、その予防に必華な
注意を払うとともに、特に有症状時にはt適正な治療を受ける

機会を逃すことがないように早期に医療機関を受診し、結核と

診断された場合には治療を完遂するよう努めなければならな

い。また、結核の患者について、偏見や差別をもつて患者の人

権を損なわないようにしなければならない。

二 結核の治療を行う上での服薬確認の位置付け
1 1 
世界保健機関は、結核の早期制圧を目指して、直接服薬確認

を基本とした包括的な治療戦略 (DOTS戦略)を提唱してお
り、現在までに世界各地でこの戦略の有効性が証明されてい

る。我が国においても、これまで成果をあげてきた結核1子係る

医療の供給基盤等を有効に活用しつつ、服薬確認を軸とした患

者支援、治療成績の評価等を含む包括的な結核対策を構築し、

人権を尊重しながら、1これを推進することとする。

2 国及び地方公共団体においては、服薬確認を軸とした患者支
援を全国的に普及・推進していくに当たつて、先進的な地域に

おける取組も参考にしつつ、保健所、医療機関(福祉部局、薬

局等の関係機関との連携みび保健師、看護師、薬剤師等の複数

職種の連携により、積極的な活動が実施されるよう、適切に評

価及び技術的助言を重立こととする。

3 保健所においては、地域の医療機関、薬局等との連携の下lF_ 3:保健所を拠点とし、地域の状況に応じて、地域の医療機関、
薬局等との連携の下に服薬確認を軸として行う患者支援 (以下 服薬確認を軸とした患者支援を実施するため、積極的に調整を



「地域DOTS」 という。)も寒施するため、積極的に調整を
行うとともに、特に外来でのDOTSが必要な場合には、保健
所自らもDOTSの場の提供を引き続き行つていくこととす
る6また、医療機関においては、外来治療とDOTSを含めた
患者支援の一体的な実施を推進するとともに、特に者[超の住
所不定者等が多い地域ではこれらの者を対象とする外来医療
施設の整備を図ることも検討すべきである。 :   .
4 医師等及び保健所長は、結核の治療の基本は薬物治療の完遂
であることを理解し、患者に対し服薬確認についての説明を行

い、患者の十分な同意を得た上で、入院中はもとより、退院後

も治療が確実に継続されるよう、医療機関等と保健所等が連携
iして、人権を尊重しながら、服薬確認を軸とした患者支援を実

施できる体制を一層推進していくことが重要である。特に、患

者教育の観点から、医療機関における入院中からのDOTSを
十分に提供し、地域DOTSが 有効な患者支援となるよう、こ
れを徹底していくこととする。

三 その他結核に係る医療の提供のための体制
1 結核患者に係る医療は、結核病床を有する第二種感染症指定
医療機関及び結核指定医・・A機関のみで提供されるものではな
くt=般の医療機関においても提供されることがあることに留
意する必要がある。すなわち、結核患者が、最初に診察を受け

る医療機関は、多くの場合一般の医療機関であるため、二般の

医療機関においても、国及び都道府県等から公表された結核に

関する情報について積極的に把握し、結核の診断の遅れの防止

に努め、同時に医療機関内において結核のまん延の防止のため

に必要な措置を講ずることが重要である。また、結核の診断の

遅れに対する工夫として、保健所等においては、医療機関への

啓発とともに、結核の早期診断に資する地域連携の取組が持続

するような仕組みを構築することが望ましいる

(削除 )

行うとともに、地域の状況を勘案し、特に外来での直接服薬確

塁が必要な場合には、保健所自らも直接服薬確認を軸とした患

者支援の拠点として直接服薬確認の場を提供することも検討

4 医師等及び保健所長は、結核の治療の基本は薬物治療の完遂
であることを理解し、患者に対し服薬確認についての説明を行
い、患者の十分な同意を得た上で、入院中はもとより、退院後

も治療が確実に継続されるよう、医療機関等ど保健所等が連携
して、人権を尊重しながら、服薬確認を軸とした患者支援を実

施できる体制を構築することが重要である。

三 その他結核に係る医療の提供のための体制
1 結核患者に係る医療は、結核病床を有する第二種感染症指定
医療機関及び結核指定医療機関のみで提供されるものではな

く、二般の医療機関においても提供されることがあることに留

意する必要がある。すなわち、結核患者が、最初に診察を受け

る医療機関は、多くの場合一般の医療機関であるため:一般の
医療機関においても、国及び都道府県等から公表された結核に

関する情報について積極的に把握し、同時に医療機関内におい
て結核のまん延の防上のために必要な措置を講ずることが重

要である。

2 結核病床を有する第二種感染症指定医療機関においては、重
篤な他疾患合併患者等については一般病床等におい

すべきである。
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2 医療機関及び民間の検査機関においては、外部機関によつて
行われる系統的な結核菌検査の精度管理体制を構築すること

等によ り、結核患者の診断のための結核菌検査の精度を適正に

保つ必要がある。なお、精度管理の役割と体制構築の重要性に

つし`て、公益財団法人結核予防会結核研究所 (以下「結核研究

所」という。)、 地方衛生研究所、医療機関及び民間の検査機関

などの関係機関が相互理解の下t精度管理を協調して進める必

要があることに留意するL

ュ ー般の医療機関における結核患者への適
=な
医療の提供が

確保されるよう、都道府県等において、地域医療連携体制を構
_築する必要があり、曝療関係団体と緊密な連携を図ることが重
要である。この際、保健所が中心となり、医師会等の協力を得
るよう努めること、介護・福祉分野との連携を行うことなどが
重要である。

■ 障害等により行動制限のある高齢者等の治療について、患者
の日常生活にかんがみ、接触範囲等が非常に限られる場合にお
いて、医療機関は、入院治療以外の医療の提供についても適宜
検討すべきである。

第四 研究開発の推進         ´

-1基本的考え方
1 結核対策は、科学的な知見に基づいて推進されるべきである
ことから、結核に関する調査及び研究は、結核対策の基本とな
るべきものである:このため、国としても、必要な調査及び研
究の方向性の提示:海外の研究機関等も含めた関係機関との連

携の確保、調査及び研究に携わる人材の育成等の取組を通じ
て、調査及び研究を積極的に推進することとする。
2 BCCを含む結核に有効なワクチン、抗菌薬等の結核lt係る

療が行われることもあり、また、結核病床と一般病床を一つの

看護単位として治療に当たる場合もあることから、国の定める

施設基準 診ヽ療機能の基準等に基づきt適切な医療提供体制を
維持及び構築することとする。

■ 医療機関及び民間の検査機関においては、外部機関によつて
行われる系統的な結核菌検査の精度管理体制を構築すること

等により、結核患者の診断のための結核菌検査の精度を適正に

保つ必要がある。

■ 一般の医療機関における結核患者への適正な医療の提供が
確保されるよう、都道府県等においては、医療関係団体と緊密
な連携を図ることが重要である。

ュ 障害等により行動制限のある高齢者等の治療について、患者
の日常生活 |ごかんがみ、接触範囲等が非常に限られる場合にお

いて、医療機関は、入院治療以外の医療の提供についても適宜

検討すべきである。

研究開発の推進                    ‐

基本的考え方
1 結核対策は、科学的な知見に基づいて推進されるべきである
ことから、結核に関する調査及び研究は、結核対策の基本とな

るべきものである。このため、国としても、必要な調査及び研

究の方向性の提示、海外の研究機関等も含めた関係機関との連

携の確保、調査及び研究に携わる人材の育成等の取組を通じ

て、調査及び研究を積極的に推進することとする。

2 BCGを 含む結核に有効なワクチン、抗菌薬等の結核に係る

第四
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医薬品は、結核の予防や結核患者に対する適
=な
医療の提供に

不可欠なものであり、これらの研究開発は:国と民間が相互に

連携を図つて進めていくことが重要である。このため、国にお
いては、結核に係る医・・Fのために必要な医薬品に関する研究開
発を推進していくとともに、民間においてもこのような医薬品

の研究開発が適切に推進されるよう必要な支援を行うことと

する。さらに、‐低まん延化に向けて、り患リスクの高いグルー

プや感桑が起こるリスクのある場の特定のための感染経路の

把握:また海外からの結核の輸入の国内感染に与える影響を検
: 
証するために、分子疫学的手法等を用いた研究を強化していく

ことが必要である。

二 国における研究開発の推進
1 国は、全国規模の調査や高度な検査技術等を必要とする研
究、結核菌等を迅速かつ簡便に検出する検査法の開発のための

研究、多剤耐性結核の治療法等の開発のための研究等の結核対

策に直接結びつく応用研究、新薬等を早期に現場に適用するた

めの臨床研究等を推進し、海外、民間、関連諸学会との積極的

な連携や地方公共団体における調査及び研究の支援を進める

ことが重要である。    」
2 国においては、資金力や技術力の面で民間では研究開発が困
難な医薬品等について、必要な支援に努めることとする。特に、

現状では治療が困難な多剤耐性結核患者の治療法等新たな抗

結核薬の開発等についても、引き続き調査研究に取り組んでい

くこととする。なお、これらの研究開発に当たっては、抗結核

薬等の副作用の減少等、安全性の向上にも配慮することとす

る。

三 地方公共団体における研究開発の推進
地方公共団体におげる調査及び研究の推進に当たつては、保健所

と都道府県等の関係部局が連携を図りつつ、計画的に取り組むこと

が重要である。また、保健所においては、地域における結核対策の

医薬品は、結核の予防や結核患者に対する適正な医療の提供に

不可欠なものであり、これらの研究開発は、国と民間が相互に

連携を図って進めていくことが重要である:このため、国にお

いては、結核に係る医療のために必要な医薬品に関する研究開

発を推進していくとともに、民間においてもこのような医薬品
の研究開発が適切に推進されるよう必要な支援を行うことと

する。

二 国における研究開発の推進         ト

■ 国は、全国規模の調査や高度な検査技術等を必要とする研
究、結核菌等を迅速かつ簡便に検出する検査法の開発のための

研究、多剤耐性結核の治療法等の開発のための研究等の結核対

策に直接結びつく応用研究を推進し、海外及び民間との積極的

な連携や地方公共団体における調査及び研究の支援を進める
ことが重要である。

2 国においては、資金力や技術力の面で民間では研究開発が困
難な医薬品等について、必要な支援に努めることとする。特に、

現状では治療が困難な多剤耐性結核患者の治療法等新たな抗

結核薬の開発等についても、言|き続き調査研究に取り組んでしヽ
くこととする。なお、これらの研究開発に当たつては、抗結核
薬等の副作用の減少等、安全性の向上にも配慮することとす

る。          
‐

三 地方公共団体における研究開発の推進
地方公共団体における調奪及び研究の推進に当たつては、保健所
と都道府県等の関係部局が連携を図りつつく計画的に取り組むこと
が重要である。また、保健所においては、地域における結核対策の



中核的機関との位置付けから、地方衛生研究所と連携し、結核対策 中核的機関との位置付けから、結核対策に必要な疫学的な調査及び

に必要な疫学的な調査及び研究を進め、地域の結核対策の質の向上

に努めるとともに、地域における総合的な結核の情報の発信拠点と

しての役割を果たしていくことが重要である。 |

四 民間における研究開発の推進
医薬品の研究開発は、結核の発生の予防及びそのまん延の防上に

資するものであるとの観点から、製薬企業等においても、その能力

に応じて推進されることが望ましい。

第五 国際的な連携 :                
・

― 基本的考え方  :
:国等においては、結核対策に関して、海外の政府機関、研究機関、

世界保健機関等の国際機関等との情報交換や国際的取組合の協ヵ
を進めるとともに、結核に関する研究や人材養成においても国際的

な協力を行うこととする。

二 世界保健機関等への協力   ・       ■
」 アフリカやアジア地域においては、後天性免疫不全症候群の
流行の影響や結核対策の失敗からくる多剤耐性結核の増加等

により、現在もなお結核対策が政策上薫要な位置を占めている
国及び地域が多い。世界保健機関等と協力し、これらの国の結

核対策を推進することは、国際保健水準の向上に貢献するのみ

ならず、在日外国人の結核のり患率の低下にも寄与することか
ら、我が国の結核対策の延長上の問題としてとらえられるもの

である。したがつて、国は世界保健機関等と連携しながら、国

際的な取組を積極的に行つていくこととするb

2 国I本政府開発援助にょる二国間協力事業により、途上国の結ッ,対 策のための人材の養成や研究の推進を図るとともに、これらの
国との研究協力関係の構築や情報の共有に努めることとする。

第六 人材の養成

´
研究を進め、地域あ結核対策の質の向上に努めるとともに、地域に

おける総合的な結核σ情報の発信拠点としての役割を果たしてい

くことが重要である。               |_

四 民間における研究開発の推進
医薬品の研究開発は、結核の発生の予防及びそのまん延の防止に

資するものであるとの観点から、製薬企業等においても、その能力

に応じて推進されることが望ましい。

第五 `国際的な連携
― 基本的考え方
国等においては、結核対策に関して、海外の政府機関、研究機関、

世界保健機関等の国際機関等と、の情報交換や国際的取組
への協力

を進めるとともに、結核に関する研究や人材養成においても国際的

な協力を行うこととする。

二 世界保健機関等への協力
1 アフリカやアジア地域においては、後天性免疫不全症候群の
流行の影響や結核対策の失敗からくる多斉J耐性結核の増カロ等

により、現在もなお結核対策が政策上重要な位置を占めている

国及び地域が多い。世界保健機関等と協力し、これらの国の結

核対策を推進すること1古 :国際保健水準の向上に貢献するのみ

ならず、在日外国人の結核のり患率の低下にも寄与することか

ら、我が国の結核対策の延長上の問題としてとらえられるもの
である。したがつて、国は世界保健機関等と連携しながら、国

際的な取組を積極的|ご行つていくこととする。

2 国は政府開発援助による二国間協力事業にょり、途上国の結核
対策のための本材の養成や研究の推準を図るとともIF、 これらの
国との研究協力関係の構築や情報の共有に努めることとする。

第六 人材の養成
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― 基本的考ぇ方
結核患者の七割以上が医療機関の受診で発見されている一方で、

結核に関する知見を十分に有する医師が少なくなつている現状を

跡竃風だT笞11懲亀鴨君曇
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職纏鼈写言稽濃『露肇薫窪畢遣|
療法を含む研究成果の医療現場への普及等の役割を担うことがで

きる人材の養成を行うこ'と とする。人材の養成にあたつては、国、

都道府県等のほか、大学、関連諸学会、独立行政法人国立病院機構

の病院 (以下「国立病院機構病院」という。)な どの医療機関、結
核研究所などの関係機関が有機的に協調し、教育研修を実施するこ

とが重要である。また、必要に応じ、重篤な合併症を有する患者を

治療している医療機関も活用しつつ、 結核実地医師教育の充実を
図ることが望まれる。またt大学医学部を始めとする、医師等の医
療関係職種の養成課程等においても、結核に関する教育等を通じ

て、医師等の医療関係職種の間での結核に関する知識の浸透に努め

ることが求められる。

なお、結核医療に従事する医師や看護師が減少している中、地域

における症例の相談体制を確保するため、国立病院機構病院などの

地域の中核的な病院や結核研究所などの関係機関がネットワーク

を強化し、有効活用するための工夫が必要である。

「

‐
国における人材の養成

1 国は、結核に関する最新の臨床知識及び技能の修得並びに新
たな結核対策における医療機関の役割について認識を深める

ことを目的として、感染症指定医療機関の医師はもとより、一

般の医療機関の医師、薬剤師、診療放射線技師、保健師t助産
｀ 師、看護師、准看護師、臨床検査技師等に対する研修に関して
も必要な支援を行つていくこととする。

ン 2 国は1、結核行政の第二線に立っ職員の資質を向上させ、結核
対策を効果的に進めていくため:保健所及び地方衛生研究所等

の職員に対する研修の支援に関して、検討を加えつつ適切に

= 基本的考え方
結核患者の七割以上が医療機関の受診で発見されている一方で、

結核に関する知見を十分に有する医師が少なくなつている現状を

踏まえ、結核の早期の確実な診断みび結核患者の治療成功率の向上

のために、国及び者「道府県等は、結核に関する幅広い知識や標準治

療法を含む研究成果の医療現場への普及等の役割を担うことがで

きる人材の養成を行うこととする。また、大学医学部を始めとする、

医師等の医療関係職種の養成課程等においても、結核に関する教育

等を通じて、医師等の医療関係職種の間での結核に関する知識の浸

透に努めることが求められる。「

二 国における人材の養成
1 国は、結核に関する最新の臨床知識及び技能の修得並びに新
たな結核対策における医療機関の役割について認識を深める

ことを目的として、感染症指定医療機関の医師はもとより、一

般の医療機関の医師、薬剤師、診療放射線技師、保健師、助産

師、看護師、准看護師、臨床検査技師等に対する研修に関して

も必要な支援を行うていくこととする。  |
2 国は、結核行政の第二線に立つ職員の資質を向上さ甘ミ結核
対策を効果的に進めていくためt保健所及び地方衛生研究所等
の職員に対する研修の支援に関 して、検討を加えつつ適切に

行つていくこととする。行うていくこととする。



三 都道府県等における結核に関する人材の養成
都道府県等は、結核に関する研修会に保健所及び地方衛生研究所

等の職員を積樫的に派遣するとと,に、都道府県等が結核に関する
講習会等を開催すること等により保健所及び地方衛生研究所等の

職員に対する研修の充実を図ることが重要である。さらに、これら

により得られた結核に関する知見を保健所及び地方衛生研究所等

において活用することが重要である。また、感染症指定医療機関に

おいてはtその勤務する医師の能力の向上のための研修等を実施す

るとともに、医師会等の医療関係団体においては、会員等に対して

結核に関する情報提供及び研修を行うことが重要である。

第七 普及啓発及び人権の尊重
― 基本的考え方
1 国及び地方公共団体においては、結核に関する適切な情報の
公表、正しい知識の普及等を行うことが重要である。特にt国、

都道府県等、医療機関が情報共有を行うことにおいては、結核

予防技術者地区別講習会等を通じ、連携を図ることが重要であ

また、結核のま

～

延の防止のための措置を講ずるに当たっ

ては、人権の尊重に留意することとする。
2 保健所においては、地域における結核対策の中核的機関とし
て、結核についての情報提供、相談等を行う必要がある。
3 医師その他の医療関係者においては、患者等への十分な説明
と同意に基づいた医療を提供することが重要である。
4 国民においては、結核について正しい知識を持ち、自らが感
染予防に努めるとともに、結核患者が差別や偏見を受けること

がないよう配慮することが重要である6

第八 施設内(院内)感染の防止等
― 施設内 (院内)感染の防止
1 病院等の医療機関においては、適切な医学的管理下にあるも
のの、その性質上、患者及び従事者には結核感染の機会が潜ん

三 都道府県等における結核に関する人材の養成 |
都道府県等はt結核に関する研修会に保健所及び地方衛生研究所
等の職員を積極自勺に派遣するととも11、 都道府県等が結核に関する

講習会等を開催すること等により保健所及び地方衛生研究所等の

職員に対する研修の充実を図ることが重要である。さらに、これら

により得られた結核に関する知見を保健所等において活用するこ

とが重要である。また、感染症指定医療機関においては、その勤務
する医師の能力の向上のための研修等を実施するとともに、医師会

等の医療関係団体においては、会員等に対して結核に関する情報提

供及び研修を行うことが重要である:

第七 普及啓発及び人権の尊重       :      (
= 基本的考え方
1 国及び地方公共団体においては、結核に関する適切な情報の
公表、正しい知識の普及等を行うことが重要である

`ま
た、結

核のまん延の防止のための措置を講ずるに当たっては、人権の

尊重に留意することとする。

2 保健所においては、地域 ||お ける結核対策の中核的機関とし
て、結核についての情報提供、相談等を行う必要がある。
こ 医師その他の医療関係者においては:患者等への十分な説明
と同意に基づいた医療を提供することが重要である。
4 国民においては、結核について正しい知識を持ち、自らが感
染予防に努めるとともに、結核患者が差別や偏見を受けること

がないよう配慮することが重要である。

第ハ 施設内(院内)感染の防止等        、
一 施設内 (院内)感染の防止
1 病院等の医療機関においては、適切な医学的管理下にあるも
のの、その性質上、患者及び従事者には結核感染の機会が潜ん

」



“
∞

でおり、かつ実際の感染事例_も少なくないという現状にかんが

み、院内感染対策委員会等を中心に院内感染の防止並びに発生

時の感染源及び感染経路調査等に取り組むことが重要である。

また、実際に行うている対策及び発生時の対応に関する情報に
ついて、都道府県等や他の施設に提供することにより、その共
‐ 有化を図ることが望ましい。
2 学校、社会福祉施設、学習塾等において結核が発生し、及び
まん延しないよう、都道府県等にあっては、施設内感染の予防
に関する最新の医学的知見等を踏まえた情報をこれらの施設
の管理者に適切に提供することが重要である。
3 都道府県等は、結核の発生の予防及びそのまん延の防止を目
的に、施設内(院内〉感染に関する情報や研究の成果を、医師会

等の関係団体等の協力を得つつ、病院等ご学校、社会福祉施設、

学習塾等の関係者 |ご普及していくことが重要である。また、こ
:れらの施設の管理者にあつては、提供された情報に基づき、必
要な措置を講ずるとともに、普段からの施設内(院内)の患者、
生徒、収容されている者及び職員の健康管理等により、患者が

早期に発見されるように努めることが重要である。外来患者や

デイケア等を利用する通所者に対しても、十分な配慮がなされ

ることが望ましい
`

二 小児結核対策
結核感染危険率の減少を反映して、小児結核においても著しい改

善が認められているが、小児結核の診療経験を有する医師が減少し

ているなど、小児結核対策を取り巻く状況の変化に伴い、個別的対
応が必要であるとの観点から1接触者健診の迅速な実施、化学予防
の徹底、結核診断能力の向上、小児結核発生動向調査等の充実を図

るほか、小児結核を診療できる医師の育成、小児結核症例への相談

みが必要である。

三 保健所の機能強化

でおり、かつ実際の感染事例も少なくないという現状にかんが
み、院内感染対策委員会等を中心に院内感染の防止並びに発生

時の感染源及び感染経路調査等に取り組むことが重要である。
また、実際に行つている対策及び発生時の対Fに関する情報に
ついて,都道府県等や他の施設に提供することにより、その共
有化を図ることが望ましい。   |   

｀
    ′

2 学校、社会福祉施設、学習塾等において結核が発生し、及び
まん延しないよう、都道府県等にあつては、施設内感染の予防
に関する最新の医学的知見等を踏まえた情報をこれらの施設
の管理者に適切に提供することが重要である。:

3 都道府県等は、結核の発生の予防及びそのまん撃の防止を目
的に、施設内(院内)感染に関する情報や研究の成果を、医師会
等の関係団体等の協力を得つつ、病院等、学校、社会福祉施設、
学習塾等の関係者に普及してルヽくことが重要である。また、こ
れらの施設の管理者にあっては、提供された情報に基づき、必
要な措置を講ずるとともに、́普段からの施設内(院内)の患者、
生徒、収容されている者及び職員の健康管理等により、患者が
早期に発見されるように努めることが重要である。外来患者や
デイケア等を利用する通所者に対しても、十分な配慮がなされ
ることが望ましい。

二 小児結核対策              .
結核感染危険率の減少を反映して、小児結核においても著しい改
善が認めら́れているが、小児結核対策を取り巻く状況の変化に伴
い、個別的対応が必要であるとの観点から、接触者健診の迅速な実
施、化学予防の徹底、結核診断能力の向上、小児結核発生動向調査

等の充実を図ることが重要である。

三 保健所の機能強化



:  保健所は、結核対策において:市町村からの求めに応じた技術支
援、法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断の実施t感染症
_の診査に関する協議会の運営等による適正な医療の普及、訪間等に

よる患者の治療支援、地域への結核に関する情報の発信及び技術支

援・指導、届出に基づく発生動向の把握及び分析等様々な役割を果
たしている。都道府県等は、保健所による公的関与の優先度を考慮

しそ業務あ重点化や効率イとを行うとともに、保健所が公衆衛生対策
上の重要な拠点であることにかんがみ、結核対策の技術的拠点とし

ての位置付けを明確にすべきである。          :

第九 具体的な目標等 サ
ー 具体的な目標
結核対策を総合的に推進することにより、我が国がt近い将来、
結核を公衆衛生上の課題から解消することを目標とする。具体的に

は,成果目標として、二千十五年(平成二十七年)までに、人口十万
人対り患率を十五以下、肺結核患者のうち再治療を受1ナている者の

割合を七パニセント以下とし、事業目標としてt全結核患者に対す
るDoTS実 施率を九十五パーセント以上、治療失敗・脱落率を五
パーセント以下、五十歳未満の患者のうち、接触者健診で発見され

上患者の害1合の過去 3か年平均が八パーセント以上t潜在性結核感
坐症患者のうち治療を完了した割合を八十五パーセント以上蕉す

保健所は、結核対策においてt市町村からの求めに応じた技術支
援、法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断の実施、感染症
の診査に関する協議会の運営等による適正な医療の普及、訪間等に

よる患者の治療支援、地域への結核に関する情報の発信及び技術支

援・指導、届出に基づく発生動向の把握及び分析等様々な役割を果

たしている。都道府県等は、保健所による公的関与の優先度を考慮

して業務の重点化や効率化を行うとともに、保健所が公衆衛生対策
上の重要な拠点であることにかんがみ、結核対策の技術的拠点とし
ての位置付けを明確にすべきである。      _

第九 具体的な目標等
二 具体的板目標
結核対策を総合的に推進することにより、我が国が、世界保健機

関のいう中まん延国・結核改善足踏み国を脱し、近い将来、結核を
公衆衛生上の課題から解消することを目標とする。具体自,には、旦
においては、二千十年(平成二十二年)までに、喀痰塗抹陽性肺結核
患者に対する直接服薬確認治療率を九十五パTセ ン ト以上、治療失
敗・脱落率を五パーセン ト以下、人口十万人対 り患率を十八以下と

することを目指す
「
ととする。

手 目標の達成状況の評価及び展開
―に定める目標を達成するためには、本指針に掲げた取組の進
ちょく状況について、定期的に把握し、専門家等の意見を聴きなが

ら評価を行うとともに、必要に応じて、取組の見直しを行うことが
重要である。

ることを目指すこととする。         ,

二 日標の達成状況の評価及び展開
―に定める目標を達成するために|よ、本指針に掲げた取組の進

ちょく状況について、定期的に把握し、専門家等の意見を聴きなが

_ら評価を行うとともに、必要に応じて、取組の見直しを行うことが

重要である。

“
０



参考資料

参 照 条 文

、●'感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (抄 )

(特定感染症予防指針)

第 11条

厚生労働大臣は、感染症のうち、特に総合的に予防のための施策を推進する必要があ
るものとして厚生労働省令で定めるものについて、当該感染症に係る原因の究明、発生

の予防及びまん延の防止、医療の提供、研究開発の推進、国際的な連携その他当該感染
症に応じた予防の総合的な推進を図るための指針 (次項において「特定感染症予防指針」
という。)を作成し、公表するものとする。      '′
2 厚生労働大臣は、特定感染症予防指針を作成し、又はこれを変更しようとするとき
|よ、あらかじめ、厚生科学審議会の意見を聴かなければならない。

(医師の届出)

第 12条                              ,
医師は、次に掲げる者を診断したときは、厚生労働省令で定める場合を除き、第一号
に掲げる者については直ちにその者の氏名、年齢、性別その他厚生労働省令で定める事
項を、第二号に掲げる者については7日 以内にその者の年齢、・性別その他厚生労働省令

で定める事項を最寄りの保健所長を経由して都道府県知事に届け出なければならない。
一 一類感染症の患者、二類感染症:三類感染症、四類感染症又は新型インフルiン
ザ等感染症の患者又は無症状病原体保有者及び新感染症にかからてぃると疑われ

'

る者

二 厚生労働省令で定める五類感染症の患者 (厚生労働省令で定める五類感染症の無
症状病原体保有者を含む。)

2～ 6(略 )

(感染症の発生の状況、動向及び原因の調査 )

第 15条    .
都道府県知事は、感染症の発生を予防し、又は感染症の発生の状況、動向及び原因を
明らかにするため必要があると認めるときは、当該職員に一類感染症、二類感染症、三

類感染症、四類感染症、五類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑似
症患者及び無症状病原体保有者、新感染症の所見がある者又は感染症を人に感染させる

おそれがある動物若しくはその死体の所有者若しくは管暉者その他の関係者に質問さ
せ、又は必要な調査をさせることができる。
2 厚生労働大臣は、感染症の発生を予防し、スはそのまん延を防止するため緊急の必
要があると認めるときは、当該職員に一類感染症t二類感染症、三類感染症、四類感
染症、五類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者(疑似症患者及び無症 _

状病原体保有者、新感染症の所見がある者又は感染症を人に感染させるおそれがある



動物若しくはその死体の所有者若しくは管理者その他の関係者に質問させ、又は必要
‐
な調査をさせることができる。

3 -類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症若しくは新型イン
フルエンザ等感染症の患者、疑似症患者及び無症状病原体保有者t新感染症の所見が

ある者又は感染症を人に感染させるおそれがある動物若しくはその死体の所有者若

しくは管理者その他の関係者は、前二項の規定による質問又は必要な調査に協力する

よう努めなければならない。

4～ 7(略)    1

(情報の公表 )

第 16条

厚生労働大臣及び都道府県知事は、第 12条から前条までの規定により収集した感染
症に関する情報について分析を行い、感染症の発生の状況、動向及び原因に関する情報

並びに当該感染症の予防及び治療に必要な情報を新聞、放送、インタTネ ットその他適
切な方法により積極的に公表しなければならない。

2 前項の情報を公表するに当たつては、個人情報の保護に留意 しなければならない。

(健康診断)   ヽi
第 17条

都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、三類感染症又は新型インフルエンザ等感

染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、当該感染症にかかっていると

疑うに足りる正当な理由のある者に対し当該感染症にかかっているかどうかに関する

医師の健康診断を受け、又はその保護者 (親権を行う者又は後見人をいう。以下同じ。)
に対し当該感染症にかかってし`ると疑うに足りる正当な理由のある者に健康診断を受

けさせるべきことを勧告することができる。

2 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、
当該勧告に係る感染症にかかつていると疑うに足りる正当な理由のある者について、

当該職員に健康診断を行わせることができる。

3 都道府県知事は、第一項に規定する健康診断の勧告をし、又は前項に規定する健康
診断の措置を実施する場合には、同時に、当該勧告をし、又は当該措置を実施する理

由その他の厚生労働省令で定める事項を書面により通知しなければならない。ただし、

当該事項を書面により通知しないで健康診断の勧告をし:又は健康診断の措置を実施

すべき差し追った必要がある場合は、この限りでない。         、
4 都道府県知事は、前項ただし書の場合においては、当該健康診断の勧告又は措置の
後相当の期間内に、同項の理由その他の厚生労働省令で定める事項を記載した書面を

交付 しなければならない。

(入院 )

第 19条

都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、



当該感染症の患者に対し特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関

に入院し、又はその保護者に対し当該患者を入院させるべきことを勧告することができ

る。ただし、緊急その他やむを得ない理由があるときはt特定感染症指定医療機関若し
くは第一種感染症指定医療機関以外の病院若しくは診療所であつて当該都道府県知事

が適当と認めるものに入院し、又は当該患者を入院させるべきことを勧告することがで

きる。     ・
2 都道府県知事は、前項の規定による勧告をする場合には、当該勧告に係る患者又は
:その保護者に対し適切な説明を行い、その理解を得るよう努めなければならない。

3 都道府県知事は、第 1項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときはt
当該勧告に係る患者を特定感染症指定医療機関又は第一種感染症指定医療機関 (同項

ただし書の規定による勧告に従わないときは、特定感染症指定医療機関若しくは第一

種感染症指定医療機関以外の病院又は診療所であつて当該都道府県知事が適当と認

めるもの)に入院させることができる
=4 第 1項及び前項の規定に係る入院の期間は、72時間を超えてはならない。

5 都道府県知事はt緊急その他やむを得ない理由があるときは、第1項又は第 3項の
規定により入院している患者を、当該患者が入院している病院又は診療所以外の病院

又は診療所であって当i該都道府県知事が適:当 と認めるものに入院させることができ´

る。    ・

6 第 1項又は第3項の規定に係る入院の期間と前項の規定に係る入院の期間とを合
算した期間は、72時間を超えてはならない。
7 都道府:県知事は、第 1項の規定による勧告又は第 3項の規定による入院の措置をし
たときはこ遅滞なく、当該患者が入院している病院又は診療所の所在地を管轄する保

健所にういて置かれた第 24条第 1項に規定する協議会に報告しなければならない。

第 20条

都道府県知事は、二類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、当

該感染症の患者であって、前条の規定により入院しているものに対し10日 以内の期間を

定めて特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関に入院し、又はその

保護者に対し当該入院に係る患者を入院させるべきことを勧告することができる。ただ

し、緊急その他やむを得ない理由があるときは、10日 以内の期間を定めて、特定感染
症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関以外の病院若しくは診療所であつ

て当該都道府県知事が適当と認めるものに入院しt又は当該患者を入院させるべきこと

を勧告することができる。.

2 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、
・10日 以内の期間を定めて、当該勧告に係る患者を特定感染症指定医療機関又は第一

種感染症指定医療機関 (同項ただし書の規定による勧告に従わないときは、特定感染

症指定医療機関若しくは第二種感染症指定医療機関以外の病院又は診療所であつて

当該都道府県知事が適当と認めるもの)に入院させることができる。
3 都道府県知事は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、前2項の規定により
入院している患者を、前 2項の規定により入院したときから起算して 10日 以内の期
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間を定めて、当該患者が入院している病院又は診療所以外の病院又は診療所であって
当該都道府県知事が適当と認めるもの1こ入院させることができる。

‐

4 都道府県知事は、前3項の規定に係る入院の期間の経過後、当該入院に係る患者に
ついて入院を継続する必要があると認めるときは、10日 以内の期間を定めて、入院
の期間を延長することができる。当該延長に係る入院の期間の経過後、これを更に延

長しようとするときも、同様とする。
5 都道府県知事は、第 1項の規定による勧告又は前項の規定による入院の期間を延長   :
しようとするときは、あらかじめ、当該患者が入院している病院又は診療所の所在地

を管轄する保健所について置かれた第 24条第1項に規定する協議会の意見を聴かな
ければならない。

6 都道府県知事は、第 1項の規定による勧告をしようとする場合には、当該患者又は
その保護者にt適切な説明を行い、その理解を得るよう努めるとともに、都道府県知
事が指定する職員に対して意見を述べる機会を与えなければならない。この場合にお
いては、当該患者又はその保護者に対し、あらかじめ、意見を述べるべき日時、場所
及びその勧告の原因となる事実を通知しなければならない。
7～ 8(略 )

(退院 )

第 22条

都道府県知事は、第 19条又は第 20条の規定により入院している患者について、当該
入院に係る一類感染症の病原体を保有してい柱いことが確認されたときは、当該入院じ

てぃる患者を退院させなければならない。

2～ 4(略 )

第 22条の 2(最小限度の措置)
第 17条から第 21条までの規定により実施される措置は、感染症を公衆にまん延させ
るおそれ、感染症にかかつた場合の病状の程度その他の事情に照らしてt感染症の発生
を予防しt又はそのまん延を防止するため必要な最小限度のものでなければならない。   「

(感染症の診査に関する協議会)             :
第 24条

各保健所に感染症の診査に関する協議会 (以下この条において「協議会」とぃう。)

を置く。

2 前項の規定にかかわらず、二以上の保健所を設置する都道府県において、特に必要
があると認めるときは、二以上の保健所について一の協議会を置くことができる。
3～ 6(略)             .

(準用)

第 26条                    ′

第 19条から第 23条まで、第 24条の 2及び前条の規定は、
:二
類感染症及び新型イン
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フルエンザ等感染症の患者について準用する。この場合において、第 19条第 1項及び

第 3項並びに第 20条第 1項及び第 2項中「特定感染症指定医療機関若しくは第一種感
染症指定医療機関」とあるのは「特定感染症指定医療機関、第■種感染症指定医療機関

若しくは第二種感染症指定医療機関」と、第 19条第3項及び第20条第2項中「特定感

染症指定医療機関又は第一種感染症指定医療機関」とあるのは「特定感染症指定医療機

関、第一種感染症指定医療機関又は第二種感染症指定医療機関」と、第 21条中「移送
しなければならない」とあるのは「移送することができる」と、第 22条第 1項及び第
2項中「―類感染症の病原体を保有していないこと」とあるのは「二類感染症の病原体
を保有していないこと若しくは当該感染症の症状が消失したこと又は新型インフルエ

ンザ等感染症の病原体を保有していないこと」と、同条第4項中「一類感染症の病原体
を保有しているかどうか」とあるのは「二類感染症の病原体を保有しているかどうか、

若しくは当該感染症の症状が消失したかどうか、又は新型インフルエンザ等感染症の病

原体を保有しているかどうか」と読み替えるほか、これらの規定に関し必要な技術的読

替えは、政令で定める。                          ,

(結核患者に係る入院に関する特例)

第 26条の2         ′

結核患者に対する前条において読み替えて準用:する第19条及び第20条の規定の適用

については、第 19条第7項中「当該患者が入院している病院又は診療所の所在地」と

あるのは「当該患者の居住地」と、第 20条第 1項本文中「10日 以内」とあるのは「30

日以内」とt同条第4項中「10日以内」とあるのは「10日 以内 (第 1項本文の規定に
係る入院にあっては、30日 以内)」 と、1同条第 5項中:「当該患者が入院している病院又

は診療所の所在地」とあるのは「当該患者の居住地」とする。

(入院患者の医療)                    ~
第 37条

｀

都道府県は、都道府県矢口事が第 19条若しくは第 20条 (これらの規定を第 26条にお

いて準用する場合を含む。)又は第 46条の規定により入院の勧告又は入院の措置を実施
した場合において、当該入院に係る患者 (新感染症の所見がある者を含む。以下この条

において同じ。)又はそめ保護者から申請があつたときは、当該患者が感染症指定医療
,機関において受ける次に掲げる医療に要する費用を負担する。

1 診察
2 薬剤又は治療材料の支給
3 医学的処置、手術及びその他の治療
4 病院への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

(結核患者の医療)

第 37条の 2

都道府県は、結核の適正な医療を普及するため、その区域内に居住する結核患者又は

その保護者から申請があつたときは、当該結核患者が結核指定医療機関において厚生労
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働省令で定める医療を受けるために必要な費用の 100分の 95に相当する額を負担する
ことができる。

(結核患者の届出の通知) 
‐

第 53条の 10

都道府県知事は、第 12条第 1項の規定による結核患者に係る届出を受けた場合にお
いて、当該届出がその者の居住地を管轄する保健所長以外の保健所長を経由して行われ

たときは、直ちに当該届出の内容をその者の居住地を管轄する保健所長に通知しなけれ

ばならない。                                  
‐

(結核登録票)

第 53条の 12       '
保健所長は、結核登録票を備え、これに、その管轄する区域内に居住する結核患者及

び厚生労働省令で定める結核回復者に関する事項を記録しなければならない:
2 前項の記録は、第 12条第 1項の規定による届出又は第 53条の 10の規定による通
知があった者につし`て行うものとする。

3 結核登録票に記載すべき事項tその移管及び保存期間その他登録票に関し必要な事
i項は、厚生労働省令で定める。 1

(家庭訪問指導 )

第 53条の 14

保健所長は、結核登録票に登録されている者について、結核の予防又は医療上必要が

あると認めるときは、保健師又はその他の職員をして、その者の家庭を訪問させ、処方

された薬剤を確実に服用することその他必要な指導を行わせるものとする。

(医師の指示)

第 53条の 15

医師は、結核患者を診療したときは、本人又はその保護者若しくは現にその患者を看

護する者に対して、処方した薬剤を確実に服用することその他厚生労働省令で定める患

者の治療に必要な事項及び消毒その他厚生労働省令で定める感染の防止に必要な事項

を指示しなければならない。

(都道府県の支弁すべき費用)

第 58条       :
都道府県は、次に掲げる費用を支弁しなければならない。

1～ 9(略 )
10 第 37条第 1項の規定により負担する費用
11 第 37条の2第 1項の規定により負担する費用    :
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(国の負担 )

第 ol条
1(略 ).
2 国は、第 58条第 10号の費用及び同条第 12号の費用 (第 37条の 2第 1項に規定
する厚生労働省令で定める医療に係るものを除く6)に対して、政令で定めるところ

によりてその 4分の 3を負担する。   
｀

(国の補助)                             .
第 62条   :              、

国は、第 58条第 11号の費用及び同条第 12号の費用 (第 37条の 2第 1項に規定する
´厚生労働省令で定める医療に係るものに限る。)に対して、政令で定めるところにより、

その 2分の 1を補助するものとする。

●感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する施行規則 (抄 )

(特定感染症予防指針を作成する感染症 )

第 2条 :

法第 11条第 1項 に規定する厚生労働省令で定める感染症は、次に掲げるものとする。
‐一― インフルエンザ                     '
: 二  結核
三  後天性免疫不全症候群 

｀

四  性器クラミジア感染症
五  性器ヘルペスウイルス感染症  :
:  六  尖圭コンジロTマ
七  梅毒
八  麻しん
九  淋菌感染症        、

(医療め種類)

第 20条の2

法第 37条の2第 1項 に規定する厚生労働省令で定める医療は、結核性疾患に対して
行う次の各号に掲げる医療 (第 1号から第4号までに掲げる医療にあっては、厚生労働
大臣の定める基準によって行う医療に限る。)とする。
1 化学療法                       .
2 外科的療法  :
3 骨関節結核の装具療法
4 前三号に掲げる医療に必要なエックス線検査及び結核菌検査
5 第二号及び第二号に掲げる医療に必要な処置その他の治療 .
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6 第二号及び第三号に掲げる医療に必要な病院又は診療所への収容 (食事の給与及び
寝具設備を除く。)       ｀

(結核回復者の範囲)

第 27条の7

法第 53条の 12第 1項に規定する厚生労働省令で定める結核回復者は、結核医療を必
要としないと認められてから2年以内の者その他結核再発のおそれが著しいと認めら
れる者とする。

(結核登録票の記録事項等)

第 27条の8

法第53条の12第 3項に規定する結核登録票に記録すべき事項は、次のとおりとする。
= 登録年月日及び登録番号
二 結核患者又は結核回復者の住所、氏名、生年月日、性別t職業並びに結核患者
が成年に達していない場合にあって|ょ、その保護者の氏名及び住所
三 届け出た医師の住所 (病院又は診療所で診療に従事する医師については1当該
病院又は診療所の名称及び所在地)及び氏名
四 結核患者については、その病名、:病状及び現に医療を受けてし`ることの有無
五 結核患者又は結核回復者に対して保健所がとった措置の概要 |
六 前各号に掲げるもののほか、生活環境その他結核患者又は結核回復者の指導上
‐  必要と認める事項
2 保健所長は、結核登録票に登録されている者がその管轄区域外に居住地を移したと
きは、直ちに、その者の新居住地を管轄する保健所長にその旨を通報し、かつ、その
者に係る結核登録票を送付しなければならない6
3 結核登録票に登録されている者について登録を必要としなくなったときは、保健所
長は、その必要としなくなつた日から二年間、なおその者に係る結核登録票を保存じ
なければならない。

(医師の指示事項)

第 27条の 10       、
法第 53条の 15に規定する厚年労働省令で定める感染の防止に必要な事項は、次のと
おりとする。

一 結核を感染させるおそれがある患者の居室の換気に注意をすること。
二 結核を感染させるおそれがある患者のつば及びたんは、布片又は紙片に取つて
捨てる等他者に結核を感染させなし`ょぅに処理すること。       1 :
三 結核を感染させるおそれがある患者は、せき又はくしゃみをするときは、布片
又は紙片で口鼻を覆い、人と話をするときは、マスクを掛けること。
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●予防接種法 (抄 )

第 2条 _       :.
この法律において「予防接種」とは、疾病に対して免疫の効果を得させるため、

｀
疾病

の予防に有効であることが確認されているワクチンを、人体に注射し、又は接種するこ

とをいう6《改正》平 13法 1162 その発生及びまん延を予防することを目的として、
この法律の定めるところにより予防接種を行う疾病 (以下「一類疾病」という。)は、
次に掲げるものとする。

― ジフテリア
二 百日せき
三 急性灰白髄炎
四 麻しん
五 風 しん                  て
1 六 日本脳炎
七 破傷風       1 ,
八 結核          :        ｀

一      .   :
九 前各号に掲げる疾病のほか:その発生及びまん延を予防するため特に予防接種
を行う必要があると認められる疾病として政令で定める疾病      :

第3条                   ′

市町村長はtl類疾病及び2類疾病のうち政令で定めるものについて、当該市町村の
区域内に居住する者であつて政令で定めるものに対し、保健所長 〔特別区及び地域保健

法 (昭和 22年法律第 101号)第 5条第 1′項の規定に基づく政令で定める市 (第 9条に
おいて「保健所を設定する市」という」)にあつては、都道府県知事とする。〕の指示を
受け期:日 又は期FE3を指定して〔予防接種を行わなければならない。

第 20条            ッ́

厚生労働大臣は、一類疾病及び二類疾病のうち、特に総合的に予防接種を推進する必

要があるものとして厚生労働省令で定めるものにういてt当該疾病に応じた予防接種の

推進を図るための指針(以下この条において「指針」というJ)を定めなければならなし`。

2 指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。        :
T 当該疾病に係る予防接種の意義、有効性及び安全性に関する事項
二 当該疾病に係る予防接種に関する啓発及び知識の普及に関する事項
三 当該疾病に係る予防接種の適正な実施のための方策に関する事項
四 当該疾病に係る予防接種の研究開発の推進及びワクチンの供給の確保に関す
る事項
,五  当該疾病に係る予防接種に関する国際的な連携に関する事項
六 その他当該疾病に係る予防接種の推進に関する重要事項
3 当該疾病について感染症の予防及び感染症の患者|ご対する医療に関する法律(平成
十年法律第百十四号)第十二条第一項の規定により同項に規定する特定感染症予防指

針が作成されるときは、指針は、当該特定感染症予防指針と一体のものとして定めら



れなければならない:

4 厚年労働大臣は、指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表
しなければならない。

●予防接種法施行令 (抄 )

(定期の予防接種を行う疾病及びその対象者)

第1条の2     1
法第3条第 1項の政苓で定ある羨病は1次の表の上欄に掲げる疾病とし、同項 (予防
接種法の一部を改正する法律 (平成 13年法律第 116号 )附則第3条第 1項の規定によ
り読み替えられる場合を含む。)の政令で定める者はt同表の上欄に掲げる疾病ごとに
それぞれ同表の下欄に掲げる者 (当該疾病にかかつている者又はかかったことのある者
(イ ンフルエンザ|ビあっては1イ ンフルエンザにかかったことのある者を除く。)その
他厚生労働省令で定める者を除く。)とする。

疾病 定期の予防接種の対象者

ジフテリア 1.生後i3月 から生後 90月 に至るまでの間にある者
2.11歳以上 13歳未満の者 .

百日せき 生後 3月 から生後 90月 に至るまでの間にある者
急性灰白髄炎 生後 3月 から生後 90月 に至るまでの間にある者

麻 しん 1,生後 12月 から生後 24月 に至るまでの間にある者 :
2.5歳 :以上7歳未満の者で,あ Pて、小学校就学の始期に達す
る日の 1年前の日から当該始期に達する日の前日までの間
にある者

風 しん 1.生後 12月 から生後 24月 に至るまでの間にある者
2.5歳 以上 7歳未満の者であつて、小学校就学の始期に達す
る日の 1年前の日から当該始期に達する日の前日までの間
にある者     :

日本脳炎 1.生後 6月 から生後 90月 に至るまでの間にある者
2.9歳 以上 13歳未満の者

破傷風 1 生後 3月 から生後 90月 に至るまでの間にある者
11歳以上 13歳未満の者2.

結核 生後 6月 に至るまでの間にある者

インフルエンザ 1.65歳以上の者
2.60歳以上65歳未満の者であつて、心臓、じん臓若しくは
呼吸器の機能又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能
に障害を有するものとして厚生労働省令で定めるもの

2 前項の表結核の項下欄の規定にかかわらず、地理的条件、交通事情、災害の発生そ
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の他の特別の事情によりやむを得ないと認められる場合には、結核に係る定期の予防

接種の対象者は、生後 1歳に至るまでの間にある者とする。

第 11条の27

法第 20条第1項に規定する厚生労働省令で定める疾病は、麻しん、結核及びインフ

ルエンザとする。


